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神奈川の戦後７０年と革新自治体ᴾ

 

 
  

 
戦後 70 年に至った 2015 年の今日、その経

過のなかのさまざまな分野について、改めて

再検証されている。そのなかで、1960 年代か

ら 1990年代の約 30年間にわたって日本の政

治をリードした神奈川の革新自治体の成果と

課題について再検討することは、今日の国と

地方自治体との関係をはじめ、市民と政治の

関わり方などについて、いろいろ示唆するも

のがあると思う。 
 

 
今から 40 年前の 1975 年に、神奈川県知事

をはじめ、県内の主要都市に５人の革新首長

が揃って、日本の政治を神奈川が先頭に立っ

て引っ張っていた。神奈川県の長洲一二知事、

横浜市の飛鳥田一雄市長、川崎市の伊藤三郎

市長、鎌倉市の正木千冬市長、藤沢市の葉山

峻市長の５人である。 
ただ、それらの革新自治体のことを語る前

に、実は戦後、神奈川県にもう二人の革新系

の市長がいたことに触れておきたい。 
戦後２年目の1946年、新憲法が公布され、

翌年地方自治法も公布され、日本に初めて民

主的地方自治法制度が生まれた。その最初の

公選による市長選挙で、戦後の一時的左翼ブ

ームの中で、横浜市長に戦前の労働組合委員

長であった社会党の石河京市さんがなった。

しかし、戦後の混乱と米軍の占領下で、なに

もできないまま一期で終わった。次に戦前の

貴族院議員だった保守の平沼亮三さんが市長

になった。神奈川県の最初の知事に戦前の外

務官僚であった内山岩太郎さんが知事となり、

その後 5 期 20 年間続いた。 
それから 10 年経って、1957 年に横須賀市

長に革新系から長野正義さんが当選した。長

野さんは飛鳥田市長の中学校時代の先生であ

った。民主的な人格者で４選はしたが、革新

市政と名乗ってもいないし、またそう呼べる

内容のものはなかった。そこでここでは、こ

の二つ市政は除いて、1963 年の飛鳥田革新市

長誕生以後の全国的に「革新自治体の時代」

と呼ばれている 1960 年代以後の神奈川の革

新自治体をとりあげていきたい。 
神奈川は横浜開港以来、文明開化の先進県

で日本の先端をいく県であった。しかし、戦

後東京は発展しても、神奈川県は戦災と接収

の後遺症をかかえ、1960 年頃まで沈滞してい

た。横浜にあった本社機能は東京に移り、ま

た港湾機能の回復も遅れていた。それに県内

の自治体首長のほとんど全部が保守的首長で

あった。 
太平洋戦争に敗北した日本は新憲法を受け

入れ、民主国家になる決意をした。その新憲
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法の第８章に地方自治の章が設けられ、民主

的な地方自治制度がつくられるはずであった。

しかし、戦後の現実は中央集権体制が強めら

れるだけで、地方自治体は依然として国の下

請けの存在のままであった。1956 年の地方自

治法の改正により、高度経済成長の基盤とし

ての戦後の新中央集権体制ができあがったと

いわれている。 
県は戦後、保守の内山岩太郎知事が 1967

年まで 20 年間、横浜市は平沼亮三市長と国

の官僚の半井清市長と保守市長が続いた。川

崎市は土木建設業出身の保守の金刺不二太郎

市長が６期続き、鎌倉市も藤沢市も保守市長

であった。 
戦後、神奈川県は大規模な米軍の接収をう

けた。横浜の中心市街地の大部分、横須賀は

米軍の軍港都市に、相模原市、厚木市をはじ

め内陸部も接収され、広大な米軍基地がつく

られた。神奈川県は沖縄県につぐ基地県にな

った。 
加えて戦争で破壊された京浜工業地帯は復

興していなかった。その後 1952 年に、一部

の施設や基地は接収解除になったところもあ

ったが、横浜市をはじめ神奈川県内の米軍基

地の大部分は返還されないまま、70 年代まで

続いた。 
 

 
そうした戦後の立ち直りがおくれていた神

奈川県の政治と社会の上に 1960 年以降、大

きな変動の波が押し寄せてきた。神奈川県の

人口の３分の２が革新市政の市政区域となり、

加えて県政そのものもが革新自治体になった。

どうしてこうした状況が、それまでの古い神

奈川県の体制の中に生まれたのであろうか。

横浜市民や神奈川県民が、ある日突然、革新
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法の➨㸶❶に地方自治の❶がタけられ、民主

的な地方自治制度がつくられるはࡎであった。

しかし、戦後の⌧実は中ኸ㞟ᶒ体制がᙉめら

れるだけで、地方自治体は౫↛として国の下

ㄳけのᏑᅾのままであった。1956 年の地方自

治法の改正により、㧗度経῭成長の基┙とし

ての戦後の新中ኸ㞟ᶒ体制ができあがったと

いわれている。 
県は戦後、保守の内山岩太郎知事が 1967

年まで 22 年間、横浜市は平沼亮三市長と国

の官僚の༙஭Ύ市長と保守市長が続いた。川

崎市はᅵ木ᘓタᴗฟ㌟の保守の㔠่୙二太郎

市長が㸴期続き、鎌倉市も藤沢市も保守市長

であった。 
戦後、神奈川県は኱つᶍな米軍の接収をう

けた。横浜の中ᚰ市⾤地の኱部分、横須賀は

米軍の軍港都市に、┦ᶍཎ市、ཌ木市をはじ

め内㝣部も接収され、ᗈ኱な米軍基地がつく

られた。神奈川県はἈ⦖県につࡄ基地県にな

った。 
ຍえて戦争で◚ቯされた京浜ᕤᴗ地ᖏは復

⯆していなかった。その後 1952 年に、一部

の᪋タࡸ基地は接収ゎ除になったところもあ

ったが、横浜市をはじめ神奈川県内の米軍基

地の኱部分は㏉㑏されないまま、㸵㸮代まで

続いた。 
 

 
そうした� 戦後の立ࡕ┤りがおくれていた

神奈川県の政治と社会のୖに 1960 年以㝆、

኱きなኚືのἼがᢲしᐤࡏてきた。神奈川県

の人ཱྀの㸱分の２が革新市政の市政༊ᇦとな

り、ຍえて県政そのものもが革新自治体にな

った。どうしてこうした≧ἣが、それまでの

ྂい神奈川県の体制の中に生まれたのであろ

うか。横浜市民ࡸ神奈川県民が、ある日✺↛、
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のព㆑に┠ぬめたからではない。 
1960 年㡭から඲国に工業໬と都市໬がは

じまり、その波が神奈川県、≉に横浜にᛴ㏿

に押し寄せてきた。1960 年代は、ࠕ戦後は⤊

わったࠖとྉࡤれた日ᮏの政治࣭社会࣭経済

の大きな㌿᥮期で、高度経済成長のጞまりで

ある。横浜ではᮏ∾࣭᰿ᓊの自然ᾏᓊ⥺がᇙ

め立てられ、⮫ᾏ工業地帯に変わった。大都

市とくにᮾ京࡬の人口の集中がጞまった。日

ᮏ඲国で㎰ᮧ人口がῶᑡをጞめ、都市人口が

ቑ加していった。日ᮏはᛴ㏿に㎰ᮧᆺ社会か

ら都市ᆺ社会に変っていった。 
その᫬代のὶれで、ᮾ京に⁄れた人口が、

まだཷけධれែໃができていない神奈川県、

とくに横浜にఫᏯをồめていっࢇ࡮に押し寄

せてきた。横浜と川崎の㑹እ地域はᏯ地㐀成

で⥳がはがされ、↓⛛ᗎなᏯ地の࣮ࣝࣟࣉࢫ

໬が㐍ࢇだ。 
神奈川県政も横浜市政も大ᛴࡂで工業໬の

波に஌り㐜れまいとして、⮫ᾏ工業地帯の㛤

Ⓨが㐍められ、また内陸の地域では工業⏝地

の஘㛤Ⓨが㐍ࡳ、さまࡊまな௻業がㄏ⮴され、

そこではබᐖがⓎ生ࡍるなど、市民生ά⎔ቃ

のᝏ໬が㐍ࢇだ。 
横浜市の人口は 1960 年に 140 ୓人だった

が、15 年後の 1975 年には 130 ୓人ቑえて

270 ୓人となった。神奈川県඲体では 1960
年に 3�0 ୓の人口が、15 年間で 220 ୓人も

ቑえ、1975 年には 600 ୓人となった。220
୓人というとᓥ᰿県の３つ分にあたる。その

ቑ加人口うちの６๭が横浜市の人口ቑで、し

かも1960年代が一␒のᛴ上᪼ࣈ࣮࢝である。

その後も日ᮏ経済はప成長なのにもかかわら

ず、神奈川県のᛴ⃭な人口ቑが続いた。 
神奈川県にὶධしてきた新しい人口は、戦

後の新᠇法ឤぬのもとで⫱ってきた、どちら

かというとⱝいୡ代が中心であった。後にこ

の人たちが神奈川の政治変革の原動ຊになっ

たのではないかとᛮう。それまで日ᮏのᮧᆺ

社会の௙⤌ࡳをᨭえていたのは自治体だった。

加えて、これまで神奈川県にఫࢇできた人た

ちも、生ά⎔ቃのᝏ໬を身㏆にឤじጞめて、

古い神奈川県、≉に横浜市の政治や⾜政に、

このままではいけないとኌを上ࡆጞめた。県

下のいたるところで、ఫ民の཯ᑐ㐠動が㉳こ

ってくるようになった。その一方、㇏かな㈈

政を㄂っていた神奈川県も、続くప経済成長

にḟ第に㈈政がⱞしくなった。横浜市はそれ

以上に⾜政㟂せቑにᑐᛂࡍる㈈政㞴にⱞしࢇ

だ。県も市もᛴ⃭な都市໬と人口ቑ加に⾜政

は㏣いついていけなかった。生ά⎔ቃのᝏ໬

が㐍ࡳ、ḟ第にఫ民、市民㐠動が┒ࢇになっ

た。それがまた、ᙺᡤ自身が自らを改革しな

けれࡤならないせᅉにもなった。それまでの

神奈川県やྛ都市の古い体制では、新しい᫬

代のᒁ㠃にᑐᛂできなくなってきていた。 
またປാ⤌ྜ㐠動も60ࠕ 年Ᏻ保 とࠖࠕ三井࣭

三ụⅣ㖔争㆟ࠖのປ⤌ഃのᩋ㏥をዎᶵに、戦

後の⃭しかったປ౑ᑐỴᆺの㐠動も変わって

きた。また、戦後の革新政ඪと社会主⩏㐠動

のあり方も変໬してきた。ࠕ革࿨ㄽࠖに代っ

て、現実的でල体的な改革を㐍めようと⪃え

るࠕᵓ㐀改革ㄽࠖが広まってきたのはこの㡭

である。60 年Ᏻ保で⦪ᆺ⤌⧊による中央突破

に᣸ᢡしたあとに生まれてきたのは、中央ᣦ

௧のࠕ⦪ᆺࠖではなく、地域生άの中のၥ㢟

に横の⧅がりをồめるࠕ横ᆺࠖのさまࡊまな

市民㐠動の⤌⧊やࣉ࣮ࣝࢢのྀ生であった。 
自治ປもこれまでの自治体㜚争から自治体

改革࡬と㐠動方㔪をษり᭰えࡊるをえなくな

り、そして改革にはఫ民との⤖ࡧつきが大ษ

だと⪃えるようになった。 
 

そうした᫬代変໬を⫼ᬒにして、神奈川県�
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に大きな政治的変໬が㉳こった。1963 年に社

会ඪの国会㆟ဨだった㣕㫽⏣一㞝がそれまで

の保守官僚市長を破り、横浜市長となった。

㣕㫽⏣さࢇをᙜ㑅させたຊは、横浜にቑえた

新しい市民たちࡤかりではなかった。このま

まの国や市の⾜政では生ά⎔ቃは改ၿされな

いࡤかりか、横浜の地盤ỿ下が続き、都市⎔

ቃはᝏくなるࡤかりという古くからの浜っᏊ

たちの༴ᶵឤが一⮴したからである。 
ここから神奈川の革新自治体の᫬代のᖥが

あがっていった。

その㸲年後の 1967 年に日ᮏの㤳都ᮾ京に

⨾⃰部亮ྜྷ革新都知事がㄌ生し、それをዎᶵ

に日ᮏの政治状況は大きく変໬した。この変

໬が඲国の自治体政治に཯ᫎし、この㡭から

඲国の大都市や地方の中᰾都市に、革新自治

体がたくさࢇ生まれるようになった。 
神奈川県ではさらに、鎌倉市に 1970 年に

⨾⃰部さࢇとྠじ大内ර⾨ᩍᤵ㛛下の正木༓

෤が市長にᙜ㑅した。そのあとに続いて 1971
年に川崎市で川崎市ປ㐃ጤဨ長のఀ藤三郎が

市長となり、さらに⩣年の 1972 年に藤沢市

のⴥ山ᓧが市長にᙜ㑅し、それに続いた。そ

して 1975 年神奈川県知事にࠕ神奈川が変わ

れࡤ日ᮏが変わるࠖという࣮ࣥ࢞ࣟࢫをᥖࡆ

て、革新の長Ὢ一二横浜国大ᩍᤵがᙜ㑅した。

神奈川にẖ年、革新㤳長のㄌ生が続いたよう

にさえぢえた。 
長Ὢさࢇがึᙜ㑅したとき、長Ὢ知事を中

心に㸳人の革新㤳長、神奈川の主な都市であ

る横浜の㣕㫽⏣、川崎のఀ藤、藤沢のⴥ山、

鎌倉の正木の㸳人の㤳長が࣒ࣛࢡࢫを⤌ࡴ෗

┿がᙜ᫬のྛ新⪺を㣭った。戦後の神奈川の

政治の一␒大きな変໬である。 
こうした戦後のṔྐ的経㐣を経て、神奈川

県下に革新自治体が生まれてくる⎔ቃと、そ

の主ᙺとなる革新㤳長をᨭえる市民の⯙ྎが

できてくる。そのල体的なことは、ྛ自治体

のᢸᙜ⪅からのሗ࿌にㆡり┬␎ࡍる。 
その後、革新自治体は඲国の主せな都市に

広がり、1964 年に඲国革新市長会がつくられ、

㣕㫽⏣さࢇが会長になった。1975 年には඲国

6　自治研かながわ月報 2016年2月号（No.157）
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に 130 市もの革新㤳長が生まれ、日ᮏの大き

な政治ໃຊをᙧ成した。こうした 1960 年代

から 1990 年代の⣙ 30 年間を、日ᮏのࠕ革新

自治体の᫬代ࠖとྡ௜けられている。ྠ᫬に

それはまさに神奈川の革新の᫬代でもあった。 
 

 
革新自治体は一口にいうならࡤ、革新だか

らこそ市民と自治体と間の㐠動を⫼ᬒとして、

その成ᯝを⾜政のなかに生かࡍという✚ࡳ㔜

によって、自治体の⾜政を改革し、㉁を高ࡡ

めてきたといえる。 
革新自治体だからこそ市民ཧ加と自治体の

新しい政⟇をᒎ㛤していった。㣕㫽⏣さࢇは、

ึめての市長㑅でࠕ一୓人市民集会ࠖの㛤ദ

をᥖࡆてᙜ㑅し、また、一期┠に横浜の㦵᱁

をసる６ࠕ大事業ィ⏬ࠖをつくった。革新だ

からこそ⚟♴だけでなく都市を෌生させるィ

⏬をたてなけれࡤと⪃えたのである。それが

横浜の古い都市ᵓ㐀を変えた６ࠕ大事業ィ⏬ࠖ

で、ࡳࠕなとࡳらい 21 はࠖそこから生まれた。 
革新自治体は㆟会政治中心の間接民主主⩏

の政治から、市民の直接民主主⩏の政治をᒎ

㛤していくことが基ᮏの⪃え方である。ྛ市

長は⊂自のさまࡊまな市民ཧ加を工ኵしてい

った。そしてḟ第に市民ཧ加というゝⴥは、

革新自治体だけでなく、保守࣭革新を㉸えて

自治体の基ᮏの政⟇としてᐃ╔していくよう

になった。そして 1970 年代にはࠕ市民ཧ加ࠖ

は社会のᖖ㆑になった。 
革新自治体は高度経済成長政⟇一ᮏやりで、

都市や市民生ά⎔ቃのᩚഛを後ᅇしにしてき

た国の政⟇を、市民生άඃඛにษり᭰えさせ

ていった。そのために国の法௧基‽を守って

いたのではできないことがከくあり、市民生

άを守るためにあえて法ᚊや規๎をこえて、

法㐪཯をぬᝅのうえで自治体⊂自のࠕ権㝈な

き⾜政ࠖを実⾜してきた。そうでもしなけれ

 。市民生άを守れなかったࡤ
国の工業໬ඃඛの中央集権的政⟇を変᭦さ

せ、自治体の自主的権㝈をᣑ大させていった。

඾ᆺ的な౛としてはබᐖᑐ⟇やᏯ地㛤Ⓨ規制

どの政⟇である。ᙜ᫬の建設┬は、横浜市の

⏣ᮧ᫂௻⏬ㄪᩚ部長を࿧ࡧつけてࠕ横浜市は

いつ国ᐙになったのか とࠖᛣったそうである。

⏣ᮧさࢇはࠕ国の政⟇が間㐪っているのだか

ら、市民のせồに⟅える自治体としてはᙜ然

のことだ。ࠖとゝい返した。㣕㫽⏣市政には

そうしたຬẼがあった。 
しかし、そうした⾜政は革新自治体だけで

なく、ḟ第に඲国の自治体にもྲྀりධれられ

ていった。そして、その後、国も古い法ᚊの

基‽をぢ直し、それをྲྀりධれࡊるをえなく

なっていった。 
また、እ஺を国のᑓ⟶事㡯ではなく、自治

体主体の市民እ஺を広ࡆた。革新自治体は⤖

᮰して、࣒ࢼࢺ࣋戦争཯ᑐの㐠動をおこした。

横浜市では࣒ࢼࢺ࣋戦争⾜きの戦㌴を自治体

の権㝈でࣉࢵࢺࢫさせた。そうしたὶれが地

方分権の㐠動をつくり、さらにࠕ中央の᫬代ࠖ

からࠕ地方の᫬代 のࠖ動きをつくっていった。 
 

 
しかし、革新自治体が突きᙜたったቨは厚

いものであった。ここでは、革新自治体の成

ᯝだけでなく、あえてኻᩋしたこと、できな

かったことにもゐれておきたいとᛮう。 
㣕㫽⏣さࢇが市長を㎡めてから自分の 15

年間の市政を᣺り返り、཯┬していたことが

ある。沢山あるなかから三つあࡆておきたい。 
一つ┠は、治める方の⾜政と治められる方

との市民との㊥㞳のၥ㢟である。 
1963 年、㣕㫽⏣さࢇのࠕ一୓人市民集会ࠖ

の࿧ࡧかけは、඲国に大きな཯㡪を࿧ࢇだ。
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市民ཧຍの時代のᖥ開けであった。しかし、

飛鳥田さんは、「ᶒຊから呼ࡧかける市民ཧ

ຍはኻ敗だった。市民はそこまで成長してい

ないのに、⚾の一人よがりであった。ᶒຊഃ

からの市民ཧຍは、本当の市民ཧຍにはなら

なかった」と㏙᠜している。 
飛鳥田さんは「一୓人市民㞟会」も、༊民

会議も「⤖ᒁಶู要ồ࣭お㢪い㞟会に終わっ

てしまった」。⾜政と市民が一体ということ

はありえないが、㊥㞳は⦰めることはできた

が、本当の市民自治をつくれなかったと཯┬

している。 
ఫ民࣭市民㐠ືにᑐしては、革新の首長と

して、飛鳥田さんも長洲さんも市民㐠ືഃに

立ࡕきることはなかなかできなかった。 
もうᛀれཤられているが、1960 年代後༙に、

国㕲が東ᾏ㐨⥺をቑᙉするために、新たに㈌

≀⥺を㐀ろうとした事にᑐして、横浜市港北

༊のఫ民が、生ά⎔ቃ◚ቯだとして新㈌≀⥺

཯ᑐ㐠ືを㉳こした。これにᑐして、飛鳥田

市長でも཯ᑐ市民㐠ືを᧦ㆤできࡎ、㕲㐨公

ᐖの⦰ᑠをᥦ᱌したがఫ民は⣡ᚓࡎࡏ、最後

は市ᙺᡤ内に㆙官をᑟ入してᗙり㎸ࡳのఫ民

を᤼除ࡏざるをえなかった。 
これもまたᛀれられているかもしれないが、

19�0 年代、㏸Ꮚ市のᪧᾏ軍ụᏊᙎ⸆ᗜの⥳を

₽して、国が米軍ఫᏯを㐀ること࡬の཯ᑐ㐠

ືが㏸Ꮚ市民からおこった。཯ᑐの市民㐠ື

はそれまでのྂい市長をリࢥーࣝし、市議会

をゎᩓさࡏ、市民㐠ື代⾲の෠野ᬦ一郎さん

を市長に当選さࡏるなど、ᚭᗏ的に国に᢬ᢠ

した。戦後日本の市民㐠ືのᶍ⠊ともいえる

㐠ືであった。 
しかし、これは⤫治するഃに立たされたഃ

のᐟ࿨かもしれないが、長洲知事は、県は市

⏫ᮧの事務ᒁといっていたのだが、最後まで

は㏸Ꮚ市と⥳を守れなかった。こうした౛は

どこの革新自治体も኱なりᑠなり経㦂してい

たと思うが、飛鳥田さんは、「革新の首長が

Ꮩ⊂をឤࡎることはおかしなことですが、事

のࢸ࢕ࢹーࣝࡸ⭾኱な᝟報をそのまま民⾗に

ఏえることの㞴しさ、⥲合ุ᩿がఱ時も民⾗

ഃにあるとはゝいษれないもどかしさが、と

きには首長のᏙ⊂ឤをつくりだす」と㏙᠜し

ている。 
これからも⤫治するഃとされるഃとの関係

のあり方は、そう⡆༢にゎがあるၥ題ではな

いであろう。革新自治体のࡳならࡎ、民主主

義政治のᑗ来のᐟ題としてṧっている。また、

⤫治機ᵓのቨを乗り㉺えようとする新㈌≀⥺

཯ᑐ㐠ືࡸ㏸Ꮚの市民㐠ືの⤖果をぢるなら

ば、自立した市民の代⾲が⾜政の立ሙにたっ

て、ྠじように自立した市民を⤫治すること

の㞴しさも示しているようにも思う。 
二つ目は自治体の二ඖ代⾲制のあり方のၥ

題である。 
ⓙさんࡈᏑ知のように、日本の自治体はᇳ

⾜機関と議決機関の議会との二つの機関から

なりたっている。ᢈุと༠ຊの⥭張関係のな

かで஫いに市民のኌを市政に཯ᫎさࡏるため

に、ษ☩⌶☻しあうべきなのに、そのᙺ๭を

果たしている自治体はᑡない。そしてከくの

ᇳ⾜機関は議決機関をᩗして㐲ざけてきた。

横浜市政もྠᵝであった。 
革新首長はᑡᩘ୚党のために政⟇を᭤げた

り、議員は党ὴの主張にのࡳᅛᇳしたり、ま

たは↓ཎ๎に市長の୚党になりたがり、一方

では⾜政ഃはうるさい議会に᝟報を㞃したり

する。 
飛鳥田さんは⾜政の人事に௓入する議会を

ᣄྰはしてきたが、なんとかこの二つの機関

のᅾり方を改革したいと思っていた。しかし、

⤖ᒁ、自らを改革しようとしない議会の㛢㙐

ᛶと、議会にはᩗして触らないようにするఏ

⤫的な⾜政ഃのጼໃにጇ༠してしまったと飛

鳥田さんは཯┬している。 
三つ目は自治体⾜政内部の改革の㞴しさで

ある。 
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飛鳥田さんは「ࣞ࢜が㈐௵をもつから⫋員

は自⏤にࡸれ」といい、それまで頭をᢲさえ

られていたᙺᡤ内はάᛶ化した。飛鳥田さん

は⚾ࡸ田ᮧさんには、「内部はྩたࡕに௵す

からຓᙺと一⥴になってࡸってくれ。ࣞ࢜は

外でά㌍して外から内部に新しい㢼を㏦るか

ら」といっていたものである。 
また、こうもいっていた。「㬆ᾏྩ、そう

はいっても明治以来続いてきたᙺᡤの体制は

そういっ࡮んにኚえられるものじࡷないよ。

外から㢼を㏦って時間をかけなければだめだ

よ。そうあࡏるな。ᛴࡄとኻ敗するよ」と。 
しかし、⫋員のở⫋事௳は⤯えなかったし、

なかなか⾜政のྂい体㉁はኚえられなかった。

これは、学者ࣝࢢーࣉから一␒ᙉくᢈุされ

たⅬである。この時Ⅼでは、今日のように自

治体を改革しようという⫋員による自主的㐠

ືはまだ生まれていなかった。 
革新自治体は自治労がついているから自治

体内の改革ができなかったのだろうと国ࡸ自

民党はゝうが、そうではない。労働組合は、

ཝしい改革にᑐして༠ຊもᡃ៏もしてくれて

いた。 
 

 
革新自治体の成果を一ཱྀでいうと、国に「政

ᶒ஺代なしの政⟇㌿᥮」をಁし、次の新しい

時代のᡬを開いたことといえる。本来ならば

国がࡸらなければいけない市民がᚲ要として

いる政⟇を、革新自治体が先ᡭをྲྀって国よ

りも一Ṍも二Ṍも前にࡸったことといえよう。 
国の官僚ࡸ自民党は、革新自治体は༢なる

㧗度成長時代のあだⰼだとか、「ప成長にな

ったらᾘえるのは当たり前」だとかゝいつの

り、とくに革新都政をつࡪすためにあらࡺる

ᡭẁを౑ってきた。また、ある政党は社ඹඹ

㜚でなければ革新自治体とゝわないといい、

飛鳥田市政は革新自治体にはᩘえなかった。

そして、経῭政⟇がないから㈈政がいき࡙ま

り自⁛したのだといったものである。政党の

ᨭᣢいかんによって革新かどうかを決めるな

どは、↓意࿡なことである。 
革新自治体がᾘ⁛してしまったのではない。

革新自治体が進めてきた市民ཧຍをはじめ、

ᶒ㝈なき⾜政のᡭ法など、市民生άඃ先の⾜

政が、保守࣭革新をၥわࡎ自治体のᅾり方と

してᐃ╔してきたから、あえて革新を名乗る

までもなくなったのである。たとえば、ᗈᓥ

県のある保守系の市長は「革新自治体がࡸっ

てきたこと以ୖのことを実⾜しているから、

うࡕのほうこそ革新で、いまࡸ自治体の保革

などもう関係がなくなった」と語っているこ

とに㇟ᚩされている。 
革新市長会の初期のころ、法政኱学のᯇ下

ᆂ一ᩍᤵはẖ年⥲会をഐ⫈してくれていた。

そして、当時の革新市長を「୹㡬㭯」だとᢈ

ุした。頭のてっ࡮んだけ㉥くて、首から下

の⾜政の実ែは保守そのままだということで

ある。 
革新市長会は 1977 年の⥲会で、≉ᐃの政

党に౫Ꮡすることなく、᪤成政党のᑐ立を㉸

えて、それまでの཯自民࣭཯⊂占を革新の᮲

௳にするのではなく、地方自治のᶒ฼と市民

自治の☜立を目ᣦすことを、革新自治体のඹ

㏻のཎ๎とすることを㩭明にした。 
そうしたなかで、革新自治体はいろいろな

経㦂を✚ࡳ、次➨に成長していった。༢なる

革新首長の自治から自治そのものの革新࡬、

ᙺᡤ自治から市民自治を目ᣦしてດຊを続け

てきた。こうして、戦後の日本の政治の中に

あって、自治体の主体ᛶと市民自治のᙺ๭を

明らかにしたのが革新自治体である。 
こうしたດຊの中から、⫋員の中に政⟇の

自主◊✲ࣝࢢーࣉを生ࡳだし、それが 19�6
年の自治体⫋員のᡭによる自治体学会のタ立

に⤖実するのである。 
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そして 19�0 年代に入り、長洲知事は中ኸ

㞟ᶒの時代から「地方の時代」をᥦၐし全国

自治体のඹឤをᗈげ、さらに 1990 年代に地

方分ᶒの時代࡬と展開していった。長洲知事

は首都ᅪ地方自治体◊✲会主ദの「地方の時

代࢘ࢪ࣏ࣥࢩム」を、197� 年から 16 年間主

ദし、そのᙳ㡪は全国にཬんだ。その基♏を

つくったのは「首都ᅪ革新首長会」である。 
2000 年に地方分ᶒ一ᣓ法が制ᐃされ、その

中で、౛えば国の機関委௵事務制度がᗫṆさ

れたことは、኱きな成果であった。 
2001 年以㝆、川崎市の㧗ᶫΎ市長を最後に、

神奈川県に革新市政と呼べる自治体はなくな

ったが、この間、市民ཧຍ、⎔ቃ、⚟♴政⟇、

文化⾜政など保革を㉸えた自治体政⟇のὶれ

を全国につくるᙺ๭を、革新自治体は果たし

てきたのである。 
戦後 70 年たった今日、一ぢ、地方分ᶒな

どとあまりྉばれていないようにࡳえるが、

今ࡸ地方からのኌは᫇と㐪って、☜実にます

ます኱きくなってきていると思うが、いかが

だろうか。 

 
最後に、あえて三つだけ௜けຍえるならば、

一つは、1960 年代から 20 年をこえる革新自

治体の経㦂のṔྐは、自治体の市民が自分た

地ᇦの政治ኚえるこࡸがᙉくᮃめば自治体ࡕ

とができるということを戦後初めて体㦂した

という事実をṧしたことだと思う。 
それと⿬⭡の関係で、ఫ民は自分たࡕの生

ά⎔ቃࡸ政治に༴機ឤをもったときは、ᚲࡎ

立ୖࡕがるものだということも示したことで

はないだろうか。そうした経㦂は㝜に㝧に、

今日のཎ発཯ᑐ㐠ືにもᏳ保関㐃法᱌ၥ題ࡸ

憲法ၥ題にᑐする市民㐠ືにも引き⥅がれて

いるのではないかと⚾はឤじているが、いか

がであろうか。 
二つは、自治体ࡸ市民は、国ࡸ自治体の政

治にᚑうだけではなく、自治体と国、市民と

自治体、さらに国家ᶒຊとの⥭張関係をᖖに

意㆑していくことが、これからも኱ษである

というⅬである。 
憲法➨㸶❶でいう「地方自治の本᪨に基࡙

いて」とは、「地方自治とは基本的人ᶒとྠ

ᵝに人㢮にᬑ㐢的に୚えられたᶒ฼」である

とྠ時に、「ᑗ来もなおṧるであろう官僚的

中ኸ㞟ᶒ主義にᑐして、地方自治体から᢬ᢠ

することが期ᚅされるᶒ฼である」というの

がその意࿡である。そうした憲法のゎ㔘を実

㊶してきたのが革新自治体である。国との⥭

張関係が኱ษであるとྠᵝに、自治体と市民

との間の⥭張関係を┦஫に自ぬしなければな

らない。そうでなければ、自治体とఫ民は┦

஫に⭉敗するだけである。 
三つは、これまでの革新自治体の報告のな

かでもᣦ᦬されたように、市民ཧຍをはじめ、

市民と⾜政のあり方は、これからの኱ษなၥ

題である。これが┿の市民ཧຍだというࣔࢹ

ࣝはない。自治体と市民が┦஫に、市民ཧຍ

をヨ⾜㘒ㄗしながら、ດຊを続けることのႠ

、こそが市民ཧຍの本㉁だと思う。そしてࡳ

自治体ഃは今の市民は政治࡬の関ᚰも㧗く、

また⾜政ഃのࣞࣝ࣋を㉸えた知㆑とุ᩿ຊを

もっていることを自ぬし、市民をಙ㢗して⾜

政を進めていかࡡばならない。 
以ୖ、神奈川の革新自治体の成果と課題に

ついて㏙べてきた。戦後 70 年にあたり、革

新自治体のṔྐの中に、⚾たࡕが学ࡪべきこ

とが、たくさんある。ࣔࣝࢹもᡭ引きもない

時代に、革新自治体はそれࡒれᡭさࡄりで㐨

をษり開いてきた。しかし、「神奈川県に革

新自治体というものが᫇沢山あったとさ」と

いうのではなく、これからも革新自治体の経

㦂とその遺⏘を㋃まえて、ⓙさんがさらに前

に進ࡴことを期ᚅしたい。�

10　自治研かながわ月報 2016年2月号（No.157）
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ᴾ

飛鳥田市政の先導的施策とその後の横浜ᴾ

�

公益社団法人神奈川県地方自治研究センター理事長� 上林得郎 

 
  
はじめに 

 
1963 年 4 月に横浜市長に当選した飛鳥田

一雄市長は、その在任期間の 15 年間に、さ

まざまな業績を残した。社会党の衆議院議員

から市長に立候補して、保守の２候補の争う

間隙を縫って初当選して以来、全国革新市長

会をつくりその名声が広がる一方で、横浜の

将来を見据えた都市づくりに着手して今日の

発展の基礎を築いた。 
飛鳥田市政の先導的な政策の足跡と、その

後どう引き継がれたのか、また残された課題

と限界などについて述べることにしたい。 
 
１．飛鳥田革新市長の先導的市政運営�

 
（１）横浜の基盤づくり＝長期計画としての

「６大事業」�

飛鳥田市政の業績の中で、現在まで引き継

がれてきた最も大きな成果は、中長期的な視

野に立って将来の横浜のまちづくりについて

骨太の構想を打ち出し、その実現を目指した

ことである。それは「６大事業」といわれ横

浜の将来像を指し示すプロジェクトであり、

「都心臨海部再開発」「金沢地先埋立」「港

北ニュータウン」「高速道路網建設」「高速

鉄道（地下鉄）の建設」「ベイブリッジ」で

ある。６大事業は、1965 年 2 月に市会でそ

の骨格が発表され、同年 10 月に「横浜の都

市づくり－市民がつくる横浜の未来－」とし

て公表された。 
 
①都心臨海部再開発事業（現 MM21 地区） 
横浜の都市構造は、開港以来発展してきた

関内･伊勢佐木町地区と、戦後に急発展した横

浜駅周辺地区の２つの核に分散していたが、

この都心部を再編強化して、構造的・機能的

一体化をはかる再開発が構想された。この両

地区の間には、三菱重工横浜造船所（三菱ド

ック）、国鉄（当時）貨物施設高島ヤードな

どがあり、これらの施設の廃止または移転が

最大の課題であった。 
1967 年 12 月に、市長と三菱重工社長との

トップ会談で移転交渉が始まり、三菱側から

は基本的には合意する意向が示された。その

後にオイルショックなど経済変動もあり、

1976 年 3 月になり、工場移転の基本協定と

金沢埋立地の予約売買契約が正式に成立した。

ここまでが飛鳥田市長の時代であった。 
1978 年 3 月に飛鳥田市長が社会党委員長

に転任して市長を辞任し、元自治事務次官の

細郷道一氏が選挙で当選して、６大事業は細

郷市政に原則的に引き継がれることになった。

1980 年 3 月には三菱ドック移転についての

正式協定が締結され、83 年 3 月末には三菱ド

ックの移転が完了する。国鉄も、貨物輸送事

情の劇的変化もあり貨物部門から撤退が進み

市の提案が受け入れられた。 

＜報告１＞ 
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細郷市長は、臨海部再開発をල体化するた

ᴟ的に国にാきかけ、1978✚ࡵ 年から２࢝年

間、再開発にあたってのㄪᰝを⾜うことにな

った。大つᶍな再開発事業であり、これを国

ᐙ的プロジェクトにᢲしୖࡆ、横浜市ࡔけで

なく国･┴･公ᅋࡸ民間が一体となった事業に

するたࡵであった。 
このㄪᰝのたࡵ「横浜市都心臨海部⥲合ᩚ

ഛㄪᰝ委員会」が設⨨され、委員長にはඵ༑

島⩏அຓᮾ大ᩍᤵがᑵ任した。委員会は、⩣

1989 年 12 月には報告᭩をまとࡵ、基本構想

が提案された。この「ඵ༑島構想」を受けて、

横浜市は 1981 年㸵月に「都心臨海部⥲合ᩚ

ഛ基本ィ⏬」を策定した。 
ィ⏬は、横浜駅ᮾཱྀ地区、高島地区、三菱

重工跡地、新港ᇧ㢌地区などの約 110KD に、

新たに海㠃埋立 76KD をຍえ、186KD の広大

な地ᇦの⥲合ᩚഛを⾜うとされていた。᫨間

ᑵ業ேཱྀ19୓ே、ᒃఫேཱྀ１୓ே（3�000ᡞ）

の都市づくりをࡵざし、基┙事業㈝ࡔけで

3�300 ൨෇、ୖ物ᩚഛを合わࡏると約２඙෇

の事業つᶍとされていた。また、基本ィ⏬の

名⛠を市民から公ເし、「みなとみらい２１」

と࿧ࡪことになった。 
1983 年の三菱造船所の移転完了のあと、同

年 11 月㉳工式が࠾こなわれた。1984 年 7 月

には、官民༙ࠎの出㈨にࡼる➨三ࢭクターの

（ᰴ）横浜みなとみらい２１が設立された。

ここを中心にして地区内の地ᶒ⪅との「まち

づくり基本協定」が結ࡤれ、まちづくりの基

本的せ⣲、建物⏝㏵などに関するྲྀり⤌みが

合意され、高㉁な都市✵間を๰出するᯟ⤌み

がసられ、工事は進⾜していった。 
1989 年に、みなとみらい２１地区で᪤Ꮡの

ᅵ地 35KD と埋立の⤊わったᅵ地 45KD ౑っ

て、横浜開港 130 年・市ไ施⾜ 100 年をグᛕ

した横浜༤ぴ会が開ദされた。横浜༤は全国

から 1�300 ୓ேవりのほᐈ動員をᚓて成ຌを

཰ࡵた。 

その後、ࣛンド࣐ークタ࣡ーをはࡵࡌさま

ざまな施設建設が進み、現在に⮳っている。 
�

ղ金沢地先埋立事業�

都心部のఫᏯ地とၟ業・工業のΰ在をゎᾘ

さࡏるたࡵ、工場の移転先の受け─をつくり、

三菱ドックの移転先として、また⫋ఫ᥋㏆の

ఫᏯ地をつくるたࡵに、金沢･ᐩᒸ地先の埋立

ィ⏬がつくられた。埋立地にே工海浜とே工

島を造成して海の公ᅬをつくり市民の᠁いの

場とすることが┒り㎸まれていた。 
埋立ィ⏬は、᰿ᓊ‴埋立地から金沢野島地

区までの海ᓊに 660KD（約 200 ୓ᆤ）の埋立

工事を⾜い、都市再開発（工業）⏝地 430KD、
ఫᏯ⏝地 100KD、海の公ᅬ⏝地 65KD、道路･

下Ỉฎ⌮場・Ύᤲ工場などの公ඹ⏝地 65KD
を造成するものであった。この埋立事業では、

分ㆡをうける௻業からの๓受金に㢗らࡎ、事

業㈝にእ国മを導入して、ドイ࣐ࢶルクമを

㸱ᅇにわたって約 300 ൨෇発⾜し、それ以㝆

の事業㈝は国内മでまかなうことにしたのが

≉ᚩである。 
工事は㸱区ᇦに分けて⾜われ、1 ྕ地は

1974 年 6 月に埋立が❹工し、三菱重工など

が移転してきて大௻業の工場が立地した。2
ྕ地は 1975 年 8 月に❹工し、㐠輸・ὶ㏻ຍ

工業、༺売業などの中ᑠ௻業が進出している。

㸱ྕ地は 1980 年 3 月に❹工して、〇造業を

中心とした協業化した金沢工業ᅋ地として᧯

業されて࠾り、市大་Ꮫ部と㝃ᒓ⑓院がつく

られている。進出した௻業は、1 ྕ地から 3
ྕ地をేࡏて 325 ⤌合と 306 ಶู௻業で、ᚑ

業員は約 1 ୓ 9�000 ேとなっている。 
この間に 1978 年までに୪木ᅋ地などఫᏯ

ᅋ地の建設が進ࡵられていった。地区ࢭンタ

ーをはࡵࡌとする市民฼⏝施設ࡸ⚟♴施設が

ᩚഛされ、ఫᏯのᩚഛᡞᩘは 8�900 ᡞ、ᒃఫ

ேཱྀは約 3 ୓ேとなっている。 
海の公ᅬは、1980 年 7 月にはே工◁浜が
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つくられ市民に海辺をᡠし、1988 年に海の公

ᅬ海Ỉᾎ場が正式にオープンした。1989 年 7
月には金沢シーࢧイドࣛインが開㏻して地ᇦ

交㏻の฼౽ᛶが高まった。一方、ே工島の建

設も進ࡵられ 1985 年❹工してඵᬒ島と࿨名

された。1993 年にはඵᬒ島シーࢲࣛࣃイࢫが

開ᅬしている。 
 
ճ港北ニュ－タウン建設事業 

ேཱྀが急ቑするなかで残された未開発区ᇦ

をィ⏬的に開発し、஘開発をつไしながらⰋ

ዲなᏯ地開発を進ࡵるたࡵの新しい都市づく

りィ⏬で、市民ཧຍを✚ᴟ的にすすࡵ、まち

のなかに都市㎰業を☜立さࡼࡏうと構想され

ていた。ニュータウンの区ᇦは、現在の⥳・

都⟃・㟷ⴥ㸱区にまたがる約 2�530KD がᑐ㇟

となり、ィ⏬ேཱྀ 25୓ே、ఫᏯᡞᩘ7୓ 1�000
ᡞをィ⏬にᥖࡆていた。 
６大事業構想が発表された┤後から、ࣔࢹ

ルプࣛンのస成に入り、1966 年 8 月に市の

都市ィ⏬事業としたうえで、ఫᏯ･都市ᩚഛ公

ᅋに委ク施⾜さࡏる基本方㔪をỴࡵた。⩣

1967 年 6 月にᑐ㇟地区の代表⪅からなる「港

北ニュータウン開発ᑐ策協議会」が結成され、

まちづくりの構想について協議が開始された。

1969 年 12 月には⏝地౯格の大➽と、区⏬ᩚ

⌮事業の施⾜区ᇦをᴫ定することができた。 
� ィ⏬区ᇦは、ᒣᯘ･原野が約 4 ๭、⏿･Ỉ田

が 5 ๭、残りがᏯ地であった。そこをఫᏯ地

と公ඹ施設⏝地をྵࡵた開発地ᇦが 1�391KD、
㎰業ᑓ⏝地区 230KD、その௚ 909KD とするᅵ

地฼⏝ィ⏬がつくられた。この開発区ᇦに⌮

想的な⏕ά⎔ቃをᚓられるࡼうに都市施設を

ᩚഛし、≉にᩍ⫱ᩥ化的なㅖ施設を㓄⨨し、

೺ᗣでᩥ化的な⏕άᅪをᙧ成する地ᇦを建設

しࡼうとするものであった。 
都市㎰業については、都市ィ⏬のなかに⏕

⏘⥳地として㎰業を఩⨨づけ、港北ニュータ

ウン地ᇦ内㎰業ᑐ策せ⥘をつくり、これに基

づき㎰業ᑓ⏝地区の設定をすすࡵた。工事は、

᪩℩ᕝ北部の➨１地区と༡部の➨２地区にわ

け区⏬ᩚ⌮事業が進ࡵられていった。 
1969年 6月に正式に都市ィ⏬Ỵ定し、1974

年にఫᏯ・都市ᩚഛ公ᅋにࡼる造成工事が着

工された。1983 年に➨２地区の区⏬ᩚ⌮が⤊

わり、㞟合ఫᏯが完成して入ᒃが開始され「⾤

らき」が⾜われた。1986ࡧ 年になり、ఫᏯ地

中心ᆺの開発ィ⏬から௻業の◊✲所ࡸ本社を

✚ᴟ的にㄏ⮴してከ機能」合ᆺ都市を目指し

たィ⏬が㏣ຍされた。1990 年には、➨１地区

が完成し、「⾤ࡧらき」が⾜われた。 
1993 年 3 月に市Ⴀ地下鉄あざみの⥺（新

横浜㹼あざみ野）が開㏻し、都心とニュータ

ウンが高速鉄道で結ࡤれることになった。さ

らに⩣ 1994 年 11 月に都⟃区がㄌ⏕し、港北

区と⥳区にまたがって造成されていたニュー

タウン地区がすべて都⟃区となる分区が⾜わ

れた。1996 年 9 月に最後の区⏬ᩚ⌮が完了

し、港北ニュータウンィ⏬がすべて完成した。 
 
մ高速鉄道（地下鉄）建設事業 

都市機能の高ᗘ化をはかり市内の交㏻骨格

の再編成を目的に、㑹እ市ᇦとᪧ市ᇦとの㐃

⤡の෇⁥化をᅗるたࡵ、高速鉄道（地下鉄）

網のᩚഛがィ⏬された。また、路㠃㟁㌴が交

㏻῰⁫で㉮れない≧ែとなり、飛鳥田市政の

ㄌ⏕以๓から市内部で地下鉄建設ィ⏬は⦎ら

れていた。 
1966 年 7 月に建設┬の都市交㏻ᑂ議会は、

横浜市内の㸲路⥺、市እ２路⥺の建設がᚲせ

であるとの⟅⏦を⾜った。これにもとづき、

市は市内㸲路⥺の建設ィ⏬の実施をỴࡵた。

㸲路⥺は、①１ྕ⥺㸻•༡ྎ㹼ୖ大ᒸ㹼ྜྷ野

町㹼ᑿୖ町、ղ２ྕ⥺㸻ᒊ㢼ࣨᾆ㹼ྜྷ野町㹼

横浜駅（ᮾཱྀ）、ճ㸱ྕ⥺㸻本∾㹼ᑿୖ町㹼

横浜駅（すཱྀ）、մ㸲ྕ⥺㸻㭯見駅㹼末ྜྷᶫ

㹼຾田㹼元▼ᕝ、のルートであった。 
全体ィ⏬のうち➨１期の建設ィ⏬として、

〈報告1〉飛鳥田市政の先導的施策とその後の横浜　13
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１ྕ⥺はୖỌ㇂㹼ୖ大ᒸ㹼ᑿୖ町の㸷NP と、

㸱ྕ⥺のᒣ下町㹼横浜駅すཱྀの 15NP とỴࡵ、

1968 年 11 月に着工した。埋立地のከい市内

では㌾ᙅな地┙のたࡵトンࢿルのᩜ設には㞴

工事が⥆いた。 
1972 年 12 月にୖ大ᒸ㹼伊勢佐木長⪅町が

はࡵࡌて開㏻し、1976 年 9 月にୖỌ㇂㹼関

内（1 ྕ⥺）と関内㹼横浜間（3 ྕ⥺）が 開
㏻し、ୖ Ọ㇂㹼横浜駅間が一本につながった。 
その後約 10 年を経て 1985 年 3 月には、横

浜㹼新横浜（3 ྕ⥺）とୖỌ㇂㹼⯙ᒸ（１ྕ

⥺）が開㏻し、87（᫛ 62）年には⯙ᒸ㹼ᡞሯ

間が開㏻してᡞሯ㹼新横浜が１本の路⥺でつ

ながった。1993（ᖹ成 5）年 3 月になって港

北ニュータウンを㈏く路⥺として新横浜㹼あ

ざみ野間が開㏻して、ニュータウンと横浜都

心とが結ࡤれることになった。 
 
յ自動㌴ᑓ⏝道路建設事業 
交㏻㔞の急⃭なቑຍにᑐᛂした都市機能の

高ᗘ化をᅗり、工業の発展、港‴施設のቑ強

にᑐᛂした市内自動㌴ᑓ⏝道路の再編を目指

して高速道路網のᩚഛがィ⏬された。 
1965 年に横浜㹼ᮾி間の➨三ி浜道路が

完成し、横浜⩚田✵港⥺の建設も進ࡔࢇが、

これらの道路は市内の都心部にはまࡔ┤結し

ていなかった。横浜⩚田⥺のᮾ⚄ዉᕝから都

心部の関内を㏻ってᒣ下町ࡠ࡬ける高速道路

の建設ルートをࡄࡵって、国と横浜市との間

で大きなᑐ立が⏕ࡌた。国のィ⏬では関内駅

あたりにᕧ大なインターンࢳェンジができ、

今の大㏻公ᅬのୖも高ᯫで㏻るィ⏬になって

り、飛鳥田市長は「この道路は横浜の┱間࠾

のയになる」と強く཯ᑐした。 
⢓り強く交渉をつづけ１年以ୖが経㐣した

後になって、高速道路について都心部は地下

地下にすることで建設┬のㆡṌを຾༙ࡧࡼ࠾

ちྲྀることができた。 
1978 年には㤳都高速⚄ዉᕝ三ࢶ沢⥺（横浜

駅すཱྀ㹼三ࢶ沢）が完成し、➨三ி浜道路か

ら横浜都心部と㤳都高速横浜⩚田⥺࡬の㐃結

がなされた。1983 年には、ၥ題となった㤳都

高速横浜⩚田⥺の高島㹼横浜公ᅬ間が、ᱜ木

町からは地下と༙地下方式で完成した。 
1989 年には横浜高速 2 ྕ⥺の元町㹼Ọ田

㹼⊁場町⥺が౪⏝開始となり、⊁場町からỌ

田を㏻って本∾ジࣕンクション࡬、そして大

㯮町から⏕㯏までが完成した。同年 9 月には

ベイブリッジが開㏻し、横浜港をまたいで‴

ᓊ道路と保ᅵࣂ㇂ࢣイࢫࣂまで┤㏻で結ࡤれ

ることになった。同ࡌ年に༡横浜ࣂイࢫࣃと

れていた⊁場町㹼横㡲㈡市佐原町までのࡤࡼ

横浜横㡲㈡道路が完成して、ࡰ࡯現在の高速

道路網の完成を見ることができている。 
 
ն横浜港ベイブリッジ建設事業 
市内都心部の物ὶ・交㏻㔞の㞟中を㜵ࡄた

㢌を結ࡩ㢌と大㯮ࡩ∾本ࡂ横浜港をまた、ࡵ

横᩿ᶫ（ベイブリッジ）をかけるィ⏬であࡪ

る。横浜市の内部では 1964 年から本格的な

᳨ウに入り、港‴ᒁが中心となって関ಀᒁの

間でᢏ⾡的、経済的ㄪᰝが始ࡵられ、ᢏ⾡的

には建設はྍ能であるとの結ㄽに㐩していた。 
一方、ᮾி‴の臨海部をࡄࡵる⎔≧道路の

建設ィ⏬が建設┬にࡼりすすࡵられて࠾り、

横浜市も建設┬に協ຊして‴ᓊ道路ㄪᰝを⾜

っていたが、横浜港‴部については、市がィ

⏬していた本∾ࡩ㢌と大㯮ᇧ㢌とを結ࡪベイ

ブリッジルートしかないとの結ㄽとなった。

横浜市として⊂自の㈝⏝で◊✲した成果をす

べて建設┬に提出し、建設┬に協ຊして‴ᓊ

道路建設にཧຍすることになった。 
1977 年 8 月に都市ィ⏬Ỵ定され、1980 年

11 月に着工、高速‴ᓊ⥺の一部として㤳都道

路公ᅋにࡼって建設された。ベイブリッジは、

ᶫの全長は 860P で、ୖ部構造が஧ᒙのᩳᙇ

ᶫで、ᶫ⬮間の㊥㞳が 460P と当時では日本

最長となっていたことから㞴工事となった。 
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1989 年 9 月に完成し、上部の首都高速道

路部分が供用開始となった。下部は国道 357
号線となっており、国道部分は 2004 年 4 月

になって開通している。みなと横浜の表玄関

にかかるゲートとしてシンボル要素は大きく、

主要幹線道路とも連絡しており、横浜港の港

湾物流の一端を担う重要な輸送路の役目を果

たしている。 
 

1970 年代の横浜は、埋立地に進出した大企

業による公害から市民を守る対策や、人口の

急増にともなう乱開発の防止対策が求められ

ていた。しかし、自治体がこれらの対策を行

う法的権限がない状況下にあり、市がとる手

段は企業と自主的な協定を結ぶことや、法

律・条例によらない「行政指導」の要綱で対

処せざるを得なかった。これらの施策は「権

限なき行政」よばれ、自治体の「生活の知恵」

としての苦肉の策であった。 
 
① 公害対策横浜方式（公害防止協定） 

1959 年から横浜港に隣接する根岸湾が埋

め立てられ、進出企業の建設が進み、公害の

防止を望む地元市民の声が高まってきた。

1964 年 5 月に地元の住民は「環境衛生保全

協議会」をつくり、飛鳥田市長に強く公害規

制を要望し始めた。市ではその年の 4 月に衛

生局に公害係を設置し、6 月には横浜市公害

対策協議会条例をつくり、公害対策の重要事

項は公害対策協議会の答申を尊重して推進さ

れ、12 月には公害センターが発足した。 
折から、東京電力から、国策会社の電源開

発(株)が石炭専焼の火力発電所を建設するの

で、埋立地の一部を使用させたいと申し入れ

があった。市と埋立譲渡契約を結んだ企業が

それを第三者に使用させる場合、市長の同意

を必要とすることが契約の中に含まれており

許可を求めてきたのである。市ではこの契約

をテコに東京電力と電源開発(株)との公害防

止策の協議をはじめた。 
市では実証的な気象条件の調査や気象デー

タの解析を行い、立体模型を使った風洞実験

を行った。さらに電源開発の指導機関である

通産省に公害対策に万全を期すように申し入

れて「申し入れの趣旨に沿いたい」旨の回答

を得た。その上で、市での実験結果を提示し

ながら交渉を続けた結果、ばい煙の排出量は

ばい煙規制法の排出基準の 2 分の 1 と厳しく

設定し、集じん器の補足効率を高めること、

煙突の高さを 120m まで引き上げるなどの条

件で合意し、1974 年 12 月に、横浜市と電源

開発（株）は公害防止協定を締結した。 
企業と公害防止協定を結ぶ方式は「公害対

策・横浜方式」と呼ばれるようになり、公害

対策の先駆的手法として全国に伝播していっ

た。これに続き、市内に立地する石油精製業、

電力、都市ガス製造業等の進出企業と次々に

公害防止協定を結ぶ成果をえて、1969 年まで

に 24件の公害防止協定を結ぶことができた。 
 
②宅地開発要綱 

急激な人口増加に伴い、虫食いのように山

林･農地が開発され、開発された地域には道

路・下水道・学校など公共施設の整備が必要

になってくる。この人口急増に伴う公共需要

への対応に追われていたが、乱開発を規制す

る権限を市は持っていなかった。 
たまたま市の北部に東急田園都市線が敷設

され、沿線に多摩田園都市の建設が始められ

ていた。この計画では小・中合わせて 20 校

の学校用地が必要で、さまざまな都市施設の

整備の経費は243億円を要することが分かり、

東急にこの負担を求めることになった。 
1967 年 12 月に、市長と東急社長とのトッ

プ会談が開かれ、協議会を設けることで合意

した。翌年 1 月から毎月 1 回のペースで精力

〈報告1〉飛鳥田市政の先導的施策とその後の横浜　15
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的な協議が⾜われ、1968 年 6 月に、Ꮫᰯ⏝

地についてᮾ急が 4 ᰯ分を市に↓ൾで提౪し、

残る 16 ᰯ分については時౯の約 6 分の 1 で

市にㆡΏすることで合意し、市長と社長とで

ぬ᭩がㄪ༳された。 
ᮾ急ࡔけでなく、௚の開発事業⪅にᑐして

も公ඹ公┈施設の⏝地提౪をồࡵることが公

ᖹであるとの意見が出された。そこで、Ꮿ地

開発の⾜政指導を⾜う指㔪として「Ꮿ地開発

せ⥘」を同年 8 月にไ定し 9 月から施⾜した。 
このせ⥘は、①Ꮿ地開発にあたっては道

路・下Ỉ道・公ᅬ➼の一⯡的公ඹ施設は、開

発事業⪅の㈇ᢸで⾜う、ղᏯ地開発のィ⏬、

設ィ、工事➼その全㐣⛬に࠾いて市の指導に

したがうこと、ճᏯ地開発にᚲせな公ඹ施設

が未ᩚഛで開発にࡩさわしくない地ᇦの開発

はㄆࡵない、この㸱つの原則を打ち出した。

さらに、開発区ᇦ内の道路･下Ỉ道・しᒀฎ⌮

施設などの設⨨基‽が定ࡵられ、Ꮫᰯ、Ύᤲ

工場➼の公┈施設の⏝地として開発㠃✚の

㸳㸣を提౪することなどが定ࡵられていた。

このせ⥘に㐪཯した事業⪅はその௻業名を公

表し、Ỉ道の౪⤥ࡈࡸみ཰㞟を⾜わないこと

がある、などもつ定されていた。 
このせ⥘には、⢒␎な஘開発をつไすると

ともに、Ꮿ地の㉁的᮲௳を向ୖさࡼࡏうとの

られていた。大都市横浜でこのࡵらいがこࡡ

せ⥘を施⾜したことから、Ꮿ地開発指導せ⥘

は全国に一Ẽに広まっていった。 
 

（㸱）市ẸཧຍࠊఫẸ⚟♴のᣑ඘�

飛鳥田市長は、市長にᑵ任┤後から、「市

長࡬の手⣬」「市民┦談ᐊ」「区民┦談ᐊ」

の設⨨を⾜うとともに、市民とのᑐヰ㞟会を

✚ᴟ的に開いていった。┤᥋民୺୺⩏を実現

する「１୓ே市民㞟会」の開ദを市会に提案

するが、㸲年にわたって議会でྰỴされた。

そこで市民の実⾜委員会にࡼる１୓ே市民㞟

会を２ᗘ開ദした。さらに市民ཧຍの場とし

て「区民会議」がつくられ、さまざまな「࢔

イ࢔ࢹ⾜政」ࡸ⚟♴⾜政を進ࡵていった。 
 
①一୓ே市民㞟会 

１୓ே市民㞟会は、当選した⩣年 1964 年 3
月議会に新年ᗘ予⟬のなかで提案された。市

会では保守･中道⣔がこࡒって཯ᑐにᅇわり、

㸲ὴ（自民・民社・公᫂・同ᚿ会）で㞟会予

⟬のಟ正動議が出され、それがྍỴされ、㞟

会予⟬は๐㝖された。 
1965 年に市長は、「市民㞟会実⾜委員会設

⨨」の᮲౛案を市会に提出した。議会で㸲会

ὴは、᫖年提案されたものと大同ᑠ␗である

とከくの議ㄽをしないままྰỴした。1966
年には、市長から再ࡧ「市民㞟会᮲౛」が提

出されたが、๓年同ᵝの 4 ὴが཯ᑐにᅇり、

三ᗘ目のྰỴとなった。 
1967 年㸲月、飛鳥田市長は２期目の選挙に

ᅽ຾した。この選挙では、社会党・ປാ⤌合

にຍえ、市民㞟会をせᮃする市民協議会など

の市民ᅋ体を⣕合した「市長と市民の会」を

発足さࡏ選挙ẕ体となり、ྛ区にᨭ部⤌⧊が

సられていった。再選後の㸳月議会には、三

ᗘ目の「市民㞟会᮲౛」が提出されたが、4
ᗘ目のྰỴとなった。 
２期目の市長選挙のẕ体となった「市長と

市民の会」は、１୓ே市民㞟会を自ຊで開く

ことをỴ議し、㞟会に向けた‽ഛに入った。

そして 1967年10月に市民の実⾜委員会にࡼ

る１୓ே市民㞟会が横浜ᩥ化体⫱㤋で開ദさ

れた。最初の市民㞟会の提㉳から 4 年༙を経

て、市民にࡼる自୺開ദとなった。 
1970 年 6 月にも➨２ᅇの 1 ୓ே市民㞟会

がもたれた。この㞟会に先立ち、3 月から 5
月にかけて市内の㸵࢝所で 2 区をまとࡵて区

民㞟会が開かれ、この区民㞟会での意見の報

告とともに、全体㞟会でのウㄽを合わࡏて⾜

った。２ᅇ目の㞟会で、一୓ே市民㞟会はࡦ

とまࡎ⤊結した。 
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ղ⥲合ィ⏬࡬の市民ཧຍから区民会議のไ

ᗘ化 
1971 年に㸱期目の当選を果たした飛鳥田

市長は、「⥲合ィ⏬・１㸷㸶㸳」を策定する

ことにした。新ィ⏬の策定にあたり、1973
年 8 月から 10 月にかけて「あすの横浜をヰ

し合う区民のつどい」をྛ地区で開ദし、１

区 3 ᅇ、全市の 42 所で開かれ࢝ 8�800 ேが

ཧຍして市民ウ議を⾜った。この区民ウ議の

中から「区民会議」の結成に向けての動きが

あり、1974 年㸲月に᪫区で区民会議がはࡵࡌ

て設立され、1975 年にかけて次ࠎと市内 14
区で区民会議が結成されていった。 

区民会議は、ࡼ࠾࠾そᅛ定࣓ンࣂー150 ே

⛬ᗘで構成され、㐃合町内会ྛࡸ✀市民⤌⧊

の代表⪅の࡯か、↓సⅭᢳ出で選ࡤれたேࡸ、

公ເにᛂࡌたேもྵまれている。会議（⥲会）

はᴫࡡ年 4 ᅇ⛬ᗘ開かれ、㐠Ⴀ委員を஫選し

て自୺的な会議㐠Ⴀを目指していた。ࢸー࣐

⛉て地ᇦの㞟いを開ദしたり分ࡌ課題にᛂࡸ

会をつくったり、委員以እの関ಀఫ民のཧຍ

をồࡵるなどの工ኵもされていた。 
市民がつくる自୺⤌⧊としての区民会議は、

「市民ཧຍ」の高まりとともに新たな࣑ࢥュ

ニ࢕ࢸづくりとしてὀ目を㞟ࡵた。一⯡の市

民にとって、公開の場で⾜政にᑐして意見を

述べたり、市民┦஫に地ᇦのၥ題をヰし合っ

たりする機会は࡯とࢇどなかったことから、

ዲ意的に受け止ࡵられて、その動向࡬の期ᚅ

がᐤࡏられていた。 
しかし、区民会議は発足して㸲年目に、飛

鳥田市長の辞任とともにそのά動に㝜りが出

てきた。市長交代と年月を重ࡡるうちに࣐ン

リ化・ᙧ㧁化が進み、ᾘ⁛する区が出てくࢿ

るࡼうになり、2015 年には㸲区ࡔけになった。�  
 

（㸲）ᖹ࿴እ஺࣭཯ᡓάື�

 戦㌴㜚争（ベト࣒ࢼ⾜き⡿戦㌴の㏻⾜㜼止） 

1972 年㸶月、┦ᶍ原市の┦ᶍ補⤥ᘂからベ

ト࣒ࢼに向けて移送される⡿㌷ M48 戦㌴を

࢔ࣆࢫーࣀ㸳両のトࣞーࣛーが、横浜ࡔࢇ✚

（⍞✑ᇧ㢌）手๓のᮧ㞵ᶫにさしかかったと

こࢁでࢣࣆ㝲に⾜く手を㜼まれた。㌴両ไ限

௧では重㔞ไ限を㉸える㌴両の㏻⾜には市長

のチྍをᚲせとするが、戦㌴の輸送はそのチ

ྍをᚓていないと㜼止されたのである。 
この戦㌴㜼止には๓ྐがあった。ベト࣒ࢼ

戦争のさなかであり、ベト࣒ࢼでᦆയした⡿

㌷の戦㌴は横浜のࣀー࢔ࣆࢫにୖ㝣して⡿㌷

┦ᶍ補⤥ᩏまで㐠ࡤれ、ಟ⌮後再ࡧベト࣒ࢼ

に送られていた。これをఱとか㜼止できない

かと᳨ウしていたᢡに、ᨵ正された「道路ἲ」

と「㌴両ไ限௧」を見つけたのである。 
ᨵ正された道路ἲでは、重㔞物㐠ᦙ㌴両の

㏻⾜は、ᒆ出ไからチྍไに変わっていたが、

⡿㌷から㏻⾜チྍ⏦ㄳは出されていなかった。

M48 戦㌴とトࣞーࣛーの⥲重㔞は 70 トンを

㉸えるが、㌴両ไ限௧では 20 トン以ୖの㌴

両にはチྍがᚲせで、᫂らかに㐪ἲࡔった。

こうしたなかで 8 月 5 日῝ኪのࢣࣆ㝲にࡼる

㜼止⾜動が⾜われたのであった。 
㥑けつけた⚄ዉᕝ㆙ᐹ⨫員も⡿㌷にࡼる道

路ἲ㐪཯を指᦬されて、ࢣࣆ㝲には手出しが

できなかった。その後、市の道路ࣃト࢝ーも

฿着して⡿㌷の戦㌴輸送がἲᚊのつ定をᒚ⾜

していないことが☜ㄆされ、「国内ἲを守れ」

という୺ᙇが正当なものとㄆࡵられた。戦㌴

を✚ࡔࢇトࣞーࣛーは２日間にわたって国道

15 ྕ⥺⬥にとどまり、その後┦ᶍ補⤥ᘂに引

き㏉した。 
その後 11 月までに、政ᗓは⡿㌷㌴両を㌴

両ไ限௧の㐺⏝㝖እとする政௧ᨵ正を⾜うと

ともに、ʟ の補強工事を⾜った。そのうえで、

11月8日になり཯ᑐする市民の声を᣺りษっ

て機動㝲に守られながら、96 日ࡪりに戦㌴の

ᦙ送を強⾜した。戦争཯ᑐを┤᥋୺ᙇするの

ではなく、国内ἲをࡄࡵり、日⡿Ᏻ保体ไの

〈報告1〉飛鳥田市政の先導的施策とその後の横浜　17
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機ᚤにゐれる大きな཯戦の㜚いであった。 
ᖹ࿴ά動・཯戦㐠動としては、この࡯かに、

建国グᛕ日に཯ᑐする声᫂（1967 年）、原Ꮚ

ຊ船ẕ港化ᣄྰ�1967 年�、在日ᮅ㩭ே国⡠᭩

き᥮え（1970 年）、自⾨官ເ㞟事務一時೵止

（1973 年）、࢔ジ࢔༟⌫選手ᶒ大会（1974
年）、཭ዲ都市・市民እ交、⡿㌷基地の᥋཰

ゎ㝖᥎進などがあった。 
  �  
 

㸰．飛鳥田ᵓ᝿のᡂᯝとࡑのᚋのㄢ㢟�

�

㐍ᒎと市Ẹཧຍ࡞づくりのᮏ᱁的ࡕࡲ（１）

のᚋ㏥�

６大事業の構想が 1965 年に発表されて 50
年を経㐣し、飛鳥田市長が退任して 37 年が

たち構想がࡰ࡯完成をみて࠾り、構想は発想

の㇏かさとともにその先見ᛶがᨵࡵてホ౯さ

れる。それᨾに６大事業は、次期市長に継ᢎ

されて実現をみることができたのである。 
市民ཧຍに関しては、その後退がྰࡵない。

細郷市長は、国を動かすことには手⭎を発᥹

したが、市民の意見を྾いୖࡆることには意

ḧを見ࡎࡏ、そのたࡵ区民会議などはᙧ㧁化

の道を㎺った。高⚽市長は、区ᙺ所࡬の分ᶒ

化には意ḧを見ࡏたものの、┤᥋の市民ཧຍ

はồࡵなかった。大都市に࠾ける市民ཧຍの

㞴しさが㢧ⴭであった。 
 
（㸰）地方ศᶒにࡅࡴての先導的ᙺ๭�

飛鳥田市政の⾜った「ᶒ限なき⾜政」は、

自治体にࡼる「⏕άの▱ᜨ」であったと同時

に、中ኸ㞟ᶒ体ไ࡬の最大の᢬ᢠでもあった。

ἲᚊが୙ഛならࡤ「せ⥘⾜政」でそれを補い、

国の強ᶒ的ጼ勢にᑐしてはさまざまな手ẁを

ㅮࡌて᢬ᢠしながら自治体の政策を実現さࡏ

た。公ᐖつไで⊂自基‽をసり、௻業との⤀

ኈ協定で守らࡏる手ἲは、自治を発᥹する手

ẁでもあり、国にࡼるἲไᗘのᩚഛにつなが

り、ἲᚊの「ୖ஌ࡏ、横出し」を地ᇦの≧ἣ

にᛂࡌて⾜えるࡼうにしたことは革新自治体

の成果であった。 
≉に、全国革新市長会とともにఫ民本఩の

自治体㐠Ⴀをࡵざして、⊂自の施策展開を⾜

ってきたことがὀ目される。このことは、

1990 年代に始まる地方分ᶒ࡬の導ⅆ⥺とも

なり、次の時代࡬の大きなᯫけᶫとなった。 
 
（㸱）革新自治యの⥅⥆的Ⓨᒎの㞴しࡉ�

後継選挙に຾฼した細郷市長は、飛鳥田市

政をホ౯することを᫂ゝしつつも、「⬺イࢹ

オロࢠーの市民党」という基本的な⪃え方を

表᫂し、革新市長会に入会することはなかっ

た。その後、ྛ地ᇦの㤳長選挙で「⬺イࢹオ

ロࢠー」をᶆᴶし「地方自治にイࢹオロࢠー

はいらない」とする候補⪅がつࡂつࡂと当選

するࡼうになり、保革┦஌りの候補⪅の当選

が⥆くࡼうになっていった。 
全国革新市長会会員も⩣年 1979 年の⤫一

地方選挙以㝆はῶᑡが目につくࡼうになる。

ከくの実績を残した革新市長でも、後継⪅に

継ᢎされないで⤊わっていた。そのせᅉは、

革新市長をᨭᣢした政党が内部での政策立案

の市政ࡏ政策ㄽ議が୙༑分のまま、市長任ࡸ

㐠Ⴀに㢗り、市長に౫Ꮡすることになったこ

とである。また、革新政党が政策提ゝを⾜え

ないことと、後継⪅としてのேᮦを発᥀でき

なかったこともそのせᅉである。 
革新市長の残した業績を、当時の政治≧ἣ

経済的・自↛⎔ቃ的な≧ἣ、そして国と地ࡸ

方をࡄࡵる自治体が⨨かれた≧ἣを正☜にᤸ

ᥱしたうえで、Ṕྐ的ホ౯を෭㟼に⾜うこと

がồࡵられている。革新自治体も「ᅋ体自治」

としての成果は大きなものがあったが、市民

ཧຍを中心にした「ఫ民自治」については᰿

௜くことができなかったといえそうである。�
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飛鳥田市政の１５年　年表
　年 　　横浜市の主なできごと　　　　　　　　　 　　　社会と県内の動き
1963年 3  半井市長「国際港都建設総合基幹計画改定(案)」
（昭和38） 4　横浜市長に飛鳥田一雄初当選 4　東京知事選でにせ証紙事件

7　広報室の拡充、市民相談部を開設 5　政府、新産業都市13カ所指定
8　市長、基幹計画に福祉計画追加を提案 8　原水爆禁止運動分裂
8　市内各処で住民集会を開催(第一回十日市場団地)
9　「子供を大切にする市政・誰でも住みたくなる都市づくり」方針の発表
11　第一回「市長に手紙を出す旬間」 11 ケネデｲ米大統領暗殺さる
12　市民相談室を市庁舎広間に開設

1964年 3　市長、市会に一万人集会を提案して否決さる
（昭和39） 4　第１回「市民生活白書」、市民生活の現状を検討 4　日本、IMF8条国へ移行、OECD加盟

5　国鉄根岸線、磯子・桜木町間開通 6  新潟大地震
7　各区役所に区民相談室を設置
7　公害問題学者グループ9項目の対策を提案 8　トンキン湾事件、米ベトナムに介入
8  建設省、港北ニュータウン事業計画を認可 10 ソ連フルシチョフ首相解任
11 一万人集会を求める市民協議会結成 10 東京オリンピック開催。
12 労働相談室、公害センター開設 11 全国革新市長会結成
12 電源開発磯子発電所と立地に関して公害防止協定 11 公明党結成

1965年 1  根岸の日石工場にSoxの削減をする公害防止協定の申し入れ 2  米、ベトナム北爆開始
（昭和40） 2  市長、六大事業計画を含む「新しい都市づくりの構想」を発表 3　東京都議会議長選の汚職発覚

5  子供の国開園。大黒運河でタソカー炎上 6　日韓基本条約調印
6  鶴見に本格的なゴミ焼却工場完成 7　東名高速道路全線開通
7  初の市営保育所6ケ所完成。磯子マンモスプール開園 12 文部省、朝鮮人学校の不認可を通知
12 第三京浜国道開通

1966年 2　市電撤去、地下鉄建設等市営交通再建計画発表 3　全国の総人口、１億人を突破
（昭和41） 4　田園都市線、長津田・溝の口間開通

5　空地などを活用した「ちびっ子広場」第1号
10 市会、市営地下鉄建設を可決 7　閣議、成田に新国際空港建設を決定
12 第2回「市民生活白書」新しい横浜の記録、発行 8　中国文化大革命
12 洋光台団地建設開始

1967年 4  市長に飛鳥田一雄再選 １　黒い霧解散、総選挙で自民党の
（昭和42） 4  首都高速2号線、山下橋まで延長と決定 　　得票率５０%割れ

5  首都圏革新市長会結成 4　東京都知事に美濃部氏初当選
6  港北ニュータウン開発対策協議会発足 　他に、42革新市長が当選・再選される
6  横浜新貨物線反対同盟連合協議会結成 7　欧州連合(EU）発足
7  市長、原子力船母港化要請を拒否 7　第一次資本自由化実施
10 市長と市民の会、一万人集会を開催 8　公害対策基本法公布
10 吉田川埋立地を大通り公園とする計画を発表 9　四日市で初の大気汚染公害訴訟
11 市幹部の市民相談、街頭へ進出 12 GNP、資本主義国で第三位となる

1968年 2  市、交通安全対策協議会発足 1　アラブ石油輸出国機構(OPEC)発足
（昭和43） 4  企画調整室、市民局を新設 4　美濃部都知事、朝鮮人学校を認可

4  称名寺裏山の宅造を条件つきで許可 5　パリ5月革命。ベトナム和平会議
8  都市計画法施行に先立ち「宅地開発要網」を制定 7～9 東大･日大紛争拡大
9  金沢地先埋立事業のマルク債に調印 6　厚生省、水俣病･阿賀野川水銀中毒
10 伊勢佐木町商店会再開発委員会、初の町民大会 　　を公害病と認定
11 無認可保育所に補助金を支給 11 沖縄初の主席選で屋良朝苗氏当選
12 全国革新市長会、超過負担解消を政府に要望

1969年 2  三菱重工横浜造船所との移転交渉開始 1　東大安田講堂に機動隊導入、学生排除
（昭和44） 3  県警とともに「ちびっこ道路」を実施

4  市政モニターを100名に委嘱 5　初の「公害白書」発表
7  県、川崎市と扇島埋立対策協議会設置 5　都市計画法･都市再開発法成立
9  市長国鉄新貨物線強制測量にあっせん案提示 7　アポロ11号、初の月面着陸、探査
10 港南、旭、緑、瀬谷の4区新発足 8　国鉄･新貨物線矯正測量開始
11 根岸競馬場地区接収解除
11 金沢漁業協同組合、住友重機の埋立に反対海上デモ 12 GDP、資本主義国で第二位となる

1970年 2　学校建設公社設立
（昭和45） 3　根岸線、洋光台・磯子間開通 3　大阪万国博覧会開催

6　市街化区域、市街化調整区域(25%)の線引決定 6　政府、日米安保条約自動延長声明
6　市長と市民の会、第２回一万人市民集会開催 7　東京杉並に光化学スモッグ被害
7　都市科学研究室発足 8　鎌倉市長に正木千冬氏初当選
9　日本鋼管扇島工場とSOx濃度0・012PPmで合意 10 政府、初の「防衛白書」発表
10 革新市長会、革新都市づくり綱領案を発表
10 市、朝鮮国籍書きかえを実施 12 公害国会、公害関係14法成立
10 県住民運動連絡会議結成

〈報告1〉飛鳥田市政の先導的施策とその後の横浜　19



1971年 1  第3回「市民生活白書・⚾と横浜」発行
（昭和46） 2  新貨物線反対同盟、市長選に⊂自ೃ補᧦立を表明

3  金沢地先埋立事業着工
3  三労組のあっせんで立ೃ補見合せ 4　大阪府知事に黒田஢一氏初当選
4  市長に飛鳥田一雄䠏選 4　川崎市長に伊⸨三㑻氏初当選
6  横浜・川崎で光化学スモッグ被害 7　⎔ቃ庁発足
6  都市開発・公害対策・緑政の3局を新設。市民グラフ「䝶䝁䝝マ」๰ห 7　ニクソン、䝗ル防衛策発表、෇ኚ動相場に
8  米㌷䝆䜵ット機、旭区上白根にቒⴠ。全国高校野⌫で᱒ⶱ学園ඃ຾ 10 中国、国連᚟ᖐ決定

1972年 1  市長஬大ᡓ争(ゴミ㻘道路交通㻘⎔ቃ破ቯ㻘水資源㻘公ඹ用地問題㻘)ᐉゝ 2　ᮐᖠ冬Ꮨオリンピック開催
（昭和47） 3  条件ὴの貨物線公害対策協議会結成 2　ニクソン米大統領中国ゼ問

3  市電全ᗫ 2　⸨沢市長にⴥ山ᓧ氏初当選
4  地主とのዎ約になる市民の᳃、下Ọ谷などで開園 6　政府、⪁人་⒪無ᩱ化を決定
7  市長、米㌷M48ᡓ㌴輸㏦䛿道交法㐪反と国にྲྀ⥾り要請 7　佐⸨内閣総㎡職、田中内閣成立
8  社会党、労組等、米㌷ᡓ㌴輸㏦を実力㜼止 7　日本ิ島改造ㄽでᅵ地ブーム
9  市長、米㌷船⯧の港๎㑂Ᏺを国に申し入れ
11 新貨物線反対同盟、市長に会見を要求し、警ᐁに排除
12 市営地下鉄、上大ᒸ・伊勢崎長者町間開業さる

1973年 1  日↷ᶒ指導要綱実施 1　ベトナム和平協定調印
（昭和48） 2  港北ニュータウン基本計画決定。Ύᤲ局を⎔ቃ事業局に改称 2　෇、ኚ動相場制へ移行

4　根岸線全線開通 4　名ྂ屋市長に本山政雄氏初当選
5　市民局に日↷相談室新設
7　⪁人無ൾ་⒪の所得制㝈大ᖜに⦆和 8　ᦤ津市、保育所超過負担問題で提訴
7　ᅵ地開発公社設立 9　チリで㌷事クーデター
8～10　あすの横浜をヰし合䛖区民の集いを各区ごとに開く 10 オ䝨ック石油供給制㝈で石油༴機
11 横浜、上海友ዲ都市提ᦠ。┣導≟㈚௜制度発足 　　（第１次オ䜲ルショック）
11 中ኸ༺኎南部市場開設。相鉄䝆ョ䜲ナス開店 11 物౯ᭀ㦐、主፬の㈙い䛰め㦁動
12 自衛隊ເ集業ົ೵止。「横浜市総合計画1985」策定

1974年 1  港北ニュータウン文化㈈問題協議会発足
（昭和49） 2  各区で区民討議の集会䛿䛨まる

4　ア䝆ア༟⌫選手ᶒ大会を文化య育㤋で開催
4　旭区区民会議発足、ついで各区で発足 5　ฮ法ᑂ、ฮ法全面改正を⟅申
7  市会、木造校舎解消のため大企業への超過ㄢ⛯可決 6　国ᅵ計画法、国ᅵ庁発足。地౯ᢚ制
8  市、野⳯の産地┤㏦など、物౯対策を䛿䛨める 　　と新全総の見┤し始まる
12 第4回「市民生活白書・⚾の横浜」市民と行政の㊥㞳を問いか䛡る 10 東京・銀ᗙ・新ᐟで初のṌ行者ኳ国
12 市་ᖌ会、ኪ間デ⒪を開始 12 田中内閣総㎡職。三木内閣発足。

1975年 2  新貨物線反対運動で初の㐊ᤕ者 2　大༞生の᥇用ྲྀり消しなど不ἣ強まる
（昭和50） 4  市長に飛鳥田一雄4選 4　⚄ዉ川県知事に長Ὢ一二氏初当選

6  第1回区民会議交ὶ会開催 4　東京≉ู区長、23年䜆りに公選
7  市長・知事の福祉見┤し発ゝに、⪁人௦表ᢠ議 4　南ベトナム解ᨺ勢力䝃䜲ゴン入ᇛ
8  東京湾岸自἞య公害対策会議初会合 6　国連主催国際፬人年会議開催
8  伊勢佐木町ㄌ生ⓒ年記ᛕ⚍開ᖥ 7　沖縄海洋博開催
10 市䝞ス㻘水道㻘下水道ᩱ金್上䛢で市会紛⣕ 11 先進国首⬻会議開催

1976年 3  三菱重工横浜造船所と金沢移転協定調印 4　北京ኳ安㛛事件(9月ẟ沢東Ṛ去）
（昭和51） 4　福祉事ົ所・建⠏事ົ所を区役所に移管

6  日↷ᶒ汚職でᐑ本相談室長㐊ᤕ 6　新自由クラブ結成
6  公害研究所(௜・社会科学研究室)開所 7　䢗䡫䡳䡬䢀䢚事件で田中๓首相㐊ᤕ
7  大通り公園みどりの᳃開園
9  地下鉄、上Ọ谷・横浜間延ఙ 12 任ᮇ‶஢⾗㝔選で自民過半ᩘ割れ
10 㔩฼谷開発で、京浜ᛴ行、市と合意 　　三木内閣総㎡職。福田内閣発足
11 日本鋼管扇島工場の公害防止対策全面実施を県・市に回⟅

1977年 2  䞞横浜スタ䝆アム๰立 3　社党内部対立でỤ田三㑻㞳党
（昭和52） 6  県地方自἞研究センター発足 8　原水禁統一ୡ⏺大会開催

7  消防局等、米㌷鶴見㈓油施設初立入り検査。 8　新⚄ዉ川計画基本案決定
8　㔩฼谷開発反対の住民、排ᅵトンネル工場ᕪ止の௬処分申請 9　社党大会で田ⱥኵ䜙㞳党、10月社会
9　米㌷フ䜯ソトム機、緑区ⲥ田町にቒⴠ。日本人Ṛ者2名 12 全国革新市長会、市長選のᩋᅉを分ᯒ
10 根岸᳃ᯘ公園開園。マリナー䝗地下街開通 12　東京で社会主義䜲ンター開催
12 市長、次ᮇ社会党委員長ᑵ任を条件つきでཷㅙ

1978年 3　飛鳥田市長㎡任 3　社会民主連合結党(௦表・田ⱥኵ)
(昭和53) 3　高速⩚横線（横浜㥐東口～横浜公園）半地下道で開通 4　京都府知事選で保Ᏺのᯘ田氏初当選

4　大通り公園完成
4　横浜スタ䝆アム❹工、
4　市長選で6党᥎⸀の⣽㒓道一氏初当選
4　大ష次㑻記ᛕ㤋開㤋
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ᴾ

伊藤、髙橋と ᵑᵎ 年続いた川崎革新市政ᴾ

�

元川崎市職員� 板橋洋一 

 

１．はじめに～川崎革新市政と私�

�  
私が川崎市役所に入所した 1977年 4月は、

1971 年に誕生した伊藤三郎市長の二期目の

後半にあたり、6 期続いた金刺保守市政から

革新市政への劇的な変化を体験したわけでは

ない。しかしながら、1975 年の市長選挙で、

川崎駅前で見た伊藤市長の演説は、丸みを帯

びた好々爺の風貌に似合わず、公害で煤けた

空の川崎市に「青い空、白い雲」を取り戻す

のだという力強い口調に、足を止めて聞き入

ったことを今でも思い出す。私が川崎市に勤

めることになったきっかけは、この伊藤市長

の演説にあったのかもしれない。そして公害

や福祉、平和と人権を進めた革新市政に身を

置くことができたことをうれしく思っている。 
川崎市政が保守へ回帰し、革新市政が積み

上げてきた仕事のいくつかが失われていくこ

とに一抹の寂しさをもちながら、市民本位の

市政を進め、時には国と対峙し、保守勢力と

闘ってきた往時の革新市政をたどるこのレポ

ートが、あわただしく働く現役の職員に、振

り返りの機会になってくれればと思っている。 
 

２．川崎革新市政の特徴�

 
1960 年代から 80 年代にかけて、日本の政

治に「政権交代なき政策転換」を促した革新

自治体の一角を担った川崎市であるが、その

特徴を 7 点あげたい。 

一つは、他の革新自治体から遅れて誕生し

たことである。飛鳥田一雄横浜市長から 2 期

8 年、美濃部亮吉東京都知事から 1 期 4 年遅

れた。この遅れが、少数与党という政治状況

にあっても、先行する革新自治体の政策や政

治手法を学ぶことによって、革新市政らしき

政策を進めることができたといえる。 
二つは、伊藤三郎・髙橋清と二代続き、1971

年 4 月から 2001 年 10 月の 30 年 6 ケ月にわ

たって革新市政を継続してきたことである。

その意味で、伊藤市政を第 1 期、髙橋市政を

第 2 期として、何を守り、何を変えてきたか

を明らかにする必要がある。 
三つは、伊藤三郎は川崎市労連委員長、髙

橋清は川崎市教職員組合委員長と、労働組合

出身者が市長に就任したことである。共に選

挙体制の主体は川労協（全川崎労働組合協議

会）を中心とした労働組合であり、政策の背

景にあったのは「働くもののまち」であった。

そして労働組合をはさんで政党間の共闘体制

が組まれていくのである。しかしながら、そ

のことが労働組合の政治方針の変化による影

響を受け、あるいは労働組合に甘い施策・人

事という市政批判がついて回ることになる。 
四つは、革新市政のスタートと政令指定都

市移行が重なったことである。1971 年 4 月

に誕生した伊藤革新市政は、公害撲滅や福祉

の充実を政策の柱に掲げたが、1 年後の 1972
年 4 月に札幌市、福岡市と同時に政令指定都

市に移行し、神奈川県から福祉や健康などの

＜報告２＞ 
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�

３．第１期伊藤三郎市長時代（���� 年 �

月～���� 年 �� 月� �� 年 � ヶ月）�

 

1971 4 6
2

 
18 6

1973
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（85 年 2 月）、「法やつ制が人間ឡにඃ先さ

れるものではない」としたⓎゝは、民᪘ᅋ体

への力強いᨭ᥼となり、ᅾ日እ国人教⫱ᇶ本

方針のసᡂ（86 年 3 月）、ࡩれあい㤋の㛤タ

（88 年 6 月）につながった。 
また、᝟報公㛤制ᗘに࠾いては「何人も」

㛤♧ㄳồできるとし、「市民本位」の市政は

እ国人も同ᵝであることを⾲した。 
 
࠙政策㸳� 教⫱・ᩥ化ࠚ 
風಑・ࣝࣈࣥࣕࢠがෆእに川崎市のࢼ࢖࣐

ス࣓࢖ーࢪを強くしていたものをᡶᣔするた

めに、ᩥ化・教⫱施策に取り組んだ。 
ᰯෆᭀ力やᏊどもの㠀行にあたって、いき

いき教⫱ㄽ議をᒎ㛤し、中学ᰯ༊༢位でᆅᇦ

教⫱会議をタ置するなど「ᆅᇦからの教⫱ᨵ

革」（86 年 11 月）を進めた。 
ኪ間中学ᰯの㛤タ（82 年 5 月）など、勤労

者を対㇟とした♫会教⫱に先進的に取り組ん

できた。 
ᩥ化行政については、県と共ദしたᆅ方の

時代ᫎീ⚍（80 年 11 月）、全国ᆅྡࣥࢩポ

の㛤ദ（81࣒࢘ࢪ 年 4 月）の࡯か、ᩥ化᝟報

ㄅ「࢛ࢡータࣜー川崎」（83 年）をⓎ行した。

また公❧኱学がない川崎市の全ᇦを学⩦のሙ

と見❧てたࣃࣥࣕ࢟ス都市ᵓ᝿（86 年 4 月）

を掲げた。 
さらに、長Ὢ一二県知事のᆅ方の時代に࿧

ᛂし、ᆅ方新時代市⏫ᮧࣥࢩポ࣒࢘ࢪを㛤ദ

（87 年 10 月）し、革新市長会を㏻ࡌた国ෆ

自治体との交ὶや᥼ຓ協定なども進めた。 
また、ᆅ方からの転入者がከい川崎市民に

対して、市民まつり（78 年 11 月）・༊民ま

つりの㛤ദ、市民のⰼ・ᮌ（74 年 11 月）、

市民のḷ（84 年 11 月）の制定など、ᆅඖឡ

を㧗めていく取り組みも行った。 
 
࠙政策㸴� まち࡙くりࠚ 

伊藤市政の後半は❧ち遅れていたまち࡙く

に取り組んだ。 
2001 83）ࣥࣛࣉ 年 7 月）は⣽長い市ᇦを

いくつかのᆅᇦᣐ点を中心としたศ⠇連㙐都

市としてᩚഛすることとし、川崎駅、新㭯見

᧯㌴ሙ㊧ᆅ、Ṋⶶᑠᮡ駅、Ṋⶶ⁁の口駅、Ⓩ

ᡞ駅、新ⓒ合ࣨୣ駅をᣐ点とする㛤Ⓨ事ᴗに

╔手した。 
市ᇦを⦪につなࡄ交㏻⥙を強化するために、

༡Ṋ⥺の㧗ᯫ化を進め、東京‴横᩿㊰につな

がる⦪㈏㐨㊰、㕲㐨฼⏝୙౽ᆅᇦのゎᾘと⩚

田空 ࢭࢡ࢔スを強化するための⦪㈏ᆅୗ㕲

ᵓ᝿が生まれてきた。 
遅れていたୗỈ㐨ᩚഛも▷期間のうちに進

めた。 
また、川崎┤ୗᆺᆅ㟈がண された時期

（74 年 12 月）の対策として、༡部㜵⅏ࣥࢭ

ターの㛤タ（80 年 3 月）などに取り組んだ。 
 
࠙政策㸵� ⤒῭・労働ࠚ 
川労協がᨭᣢẕ体となった伊藤市政は、勤

労市民ᐊをタ置し、勤労者福祉共῭制ᗘのⓎ

足（74 年 7 月）、労働㈨ᩱᐊの㛤タ（76 年

11 月）、労働会㤋のᘓタ（81 年 11 月）など、

労働者に手ཌい政策・事ᴗをᒎ㛤した。 
一方、重化学ᕤᴗから◊✲㛤Ⓨᆺへの⏘ᴗ

の転換をᅗるために川崎⮫ᾏ部 21 ୡ⣖᠓ㄯ

会をⓎ足（88 年 6 月）さࡏ、またࢩࣥࢥ࢖࣐

の✌働（88࢕ࢸ 年 9 月）や県によるかながわ

の㛤タ（89（㹉㹑㹎）ࢡーࣃス࢚ࣥ࢖ࢧ 年 7
月）など㹇㹒௻ᴗのᨭ᥼・ㄏ⮴に取り組んだ。 
 
࠙ㄢ㢟ࠚ 
全国的な革新自治体勢力を背景に、強いಶ

ᛶをⓎ᥹してきた伊藤市政だが、いくつかの

ㄢ㢟もṧした。 
ᣐ点㛤Ⓨは、川崎駅、新ⓒ合ࣨୣ駅࿘㎶は

㡰調に進んだが、ᑠᮡ、⁁口、Ⓩᡞなどは➃

⥴についたばかりで、⮫ᾏ部もᕤሙ➼制㝈❧

ᆅ法などのつ制もあり、ᅵᆅ฼⏝の変換が進
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年 月 事項 分野

4月 伊藤三郎市長当選「公害のまちから暮らしのまちへ」 市政

公害汚染地区中学生のグリーンスクール 公害・環境

被害者救済費用等の企業負担を43工場に要請 公害・環境

大手工場に公害防止計画の提出を要請 公害・環境

公害被害者と市長との初の対話（10月公害病患者との対話集会） 公害・環境

機構改革（企画調整室、市民局、公害局新設) 市政

ゴミ収集手数料の無料化 公害・環境

70歳以上の老人医療費の無料化 福祉・健康

大気汚染防止に関わる覚書協定 公害・環境

2月 1万人に1か所の保育園整備計画 福祉・健康

3月 市公害防止条例公布 公害・環境

政令指定都市に移行（札幌市、福岡市と同時）川崎、幸、中原、高津、多摩区設置 市政

小児ぜん息患者・重度障害者の医療費の無料化 福祉・健康

市内在住外国人に国民健康保険適用 人権・平和、福祉

移動市役所 市政

工場緑化協定67工場と調印 公害・環境

市長への手紙スタート 市政

ぜん息児学習療養施設「あおぞら学園」開園 公害・環境

9月 公害監視センター設置 公害・環境

緑の憲法議会で否決、自然環境保全審議会条例可決 公害・環境

第1回川崎文化賞・技能功労者表彰 市民生活

2月 区民懇話会発足 市民自治

中高層建築物指導要綱策定 まちづくり・防災

ゼロ歳児・重度障害者の医療費の無料化 福祉・健康

5月 こども文化センター第1号（宮﨑）開設 福祉・健康

6月 70歳以上の市営バス無料化 福祉・健康

9月 都市憲章議会で否決 市民自治

1月 公害防止環境目標値達成へ総量規制開始 公害・環境

4月 公害研究所開設 公害・環境

5月 新総合計画市民討議 市民自治

7月 勤労者福祉共済制度発足 経済・労働

9月 公害健康被害者補償制度 公害・環境

10月 消費者保護条例修正可決 市民生活

新総合計画発表、中期計画策定市民討議 市民自治

市民の花「つつじ」、市民の木「つばき」 市民生活

12月 多摩川下流域の直下型地震警報 まちづくり・防災

4月 伊藤市長再選 市政

8月 東京湾岸自治体公害対策会議・首都圏改革5首長会議開催 市政,公害

10月 米陸軍出版センターが国に返還 人権・平和

7月 県、横浜市、川崎市3首長懇談会 市政

9月 環境アセスメント条例可決 公害・環境

11月 労働資料室開設 経済・労働

12月 車イス乗車でバス会社が障害者団体と対立 福祉・健康

4月 大洋ホエールズ横浜移転反対市民総連合結成（8月移転決定） 市民生活

6月 初の国際姉妹都市リエカ市（ユーゴスラビア）と調印 市民生活

川崎産業廃棄物処理事業団発足 公害・環境

自然環境保全地域指定第１号東生田山林指定 公害・環境

8月 区民懇話会改組し、スタート 市民自治

東京電力ＬＮＧ基地アセス条例初の公聴会 公害・環境

第１回かわさき市民祭り開催 市民生活

4月 伊藤三郎市長三選 市政

6月 全国初の市民自治財団発足 市民自治

7月 合成洗剤追放直接請求否決、合成洗剤審議会設置 公害・環境

9月 川崎市文化問題懇話会発足 文化・教育

11月 県と共催で地方の時代映像祭開催 文化・教育

2月 マイコンシティ構想 経済・労働

地震対策条例施行、毎月15日を市民地震防災デー まちづくり・防災

全国地名シンポジウム開催 文化・教育

11月 ＡＡＬＡ（アジア・アフリカ・ラテンアメリカ）文化会議開催 文化・教育

5月 夜間中学校（西中原中）開設 文化・教育

6月 核兵器廃絶平和都市宣言 人権・平和

7月 高津区に宮前区、多摩区に麻生区を分区 市政

4月 伊藤三郎市長四選 市政

7月 ２００１かわさきプラン発表 市政

3月 政令市初の情報公開条例可決 市民自治

7月 川崎の教育を考える全市集会開催 市民自治、教育

公文書館オープン、情報公開制度スタート 市民自治

使用済み乾電池の分別収集開始 公害・環境

11月 川崎市民の歌「好きです川崎・愛のまち」発表 市民生活

川崎市革新市政の歩み
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2月 指⣠ᢲᤫᣄ否者の୙࿌発方㔪決定 人権・平和

6月 ಶ人情報保護条例可決（１月施行） 市民自治

川崎市基ᮏ構想可決 市政

行財政改革の大綱発表 市政

4月 ス都市・川崎の๰㐀構想ࣃンࣕ࢟ 文化・教育

⦪㈏㐨構想 まちづくり・防災

地下⾤アゼリアオープン 経済・労働

11月 川崎の教育のあり方⟅⏦ 文化・教育

12月 㹉㹑㹎設立 経済・労働

4月 伊藤三郎市長㸳選 市政

6月 新川崎地区整備総合計画 まちづくり・防災

㸵月 全国初の「生活㦁㡢に関する要綱」施行 公害・環境

10月 地方新時代・市⏫ᮧシンポジウム開催 市政

3月 Ⓩᡞ㥐࿘㎶区画整理が都市計画決定 まちづくり・防災

小ᯇຓ役、リクルートᰴྲྀᚓでゎ⫋、調ᰝጤဨ会・೔理高ᥭጤဨ会設置 市政

館オープン࠸あࢀࡩ 人権・平和

8月 ⁁ཱྀ㥐࿘㎶再開発が都市計画決定 まちづくり・防災

9月 ⓒ条ጤဨ会「川崎㥐࿘㎶再開発事業等調ᰝጤဨ会」設置 市政

11月 ༡Ṋ⥺高ᯫ化下り⥺᏶成 まちづくり・防災

2月 自治功労者表彰制度発足 市民自治

5月 東京湾横᩿㐨㊰㉳工ᘧ まちづくり・防災

10月 伊藤三郎市長௵期༙ばで㎡௵ 市政

11月 㧘ᶫΎ市長当選 市政

5月 み問題⥭ᛴ対策策定会議設置ࡈ 公害・環境

11月 市民オンࣈズマン制度発足 市民自治

2月 地方新時代市⏫ᮧシンポジウム開催 市政

4月 医⸆ရ発㏦「連愛の手ເ㔠ࢯ」 人権・平和

11月 政治೔理制度研究会提言 市政

4月 平和館オープン 人権・平和

ルグ市（オーストリア）と国際཭好都市提ᦠࣈࢶルࢨ 市民生活

㸵月 ໭ᾏ㐨・中標津⏫と཭好都市協定 市民生活

２月 全国初の教育ጤ指導要㘓の全㠃開♧ 文化・教育

㸱月 基ᮏ計画「川崎新時代２０１０プラン」策定 市政

㸲月 廃棄物の処理ཬࡧ再生฼用等に関する条例 公害・環境

㸳月 国から伊東ຓ役ᑵ௵ 市政

㸵月 全国初のᅵተ汚染対策指導要綱施行 公害・環境

㸷月 資産公開条例施行 市政

10月 市民アカデミー開校 文化・教育

10月 㧘ᶫΎ市長再選 市政

1月 と国際཭好 提ᦠ（ムࢼト࣋） ンࢼࢲ 経済・労働

4月 外国人ᚰ㌟障害者福祉手当制度 人権・平和

10月 国際஺流センターオープン 人権・平和

12月 ஭田病㝔に⦆和ࢣア病Ჷ開設 福祉・健康

4月 行財政改革懇談会スタート 市政

7月 ポイᤞ࡚⚗止条例スタート まちづくり・防災

10月 全国初のゴミの㕲㐨㍺㏦ 公害・環境

ゼロ歳児保育のᘏ長 福祉・健康

市⫋ဨ᥇用ヨ㦂の国⡠条項᧔廃 人権・平和

5月 Ἀ⦖県・㑣ぞ市と཭好都市協定 市民生活

12月 外国人市民代表者会議開催 人権・平和

2月 み分別収集スタートࡈ 公害・環境

4月 健康都市宣言 福祉・健康

7月 福祉のまちづくり条例制定 福祉・健康

10月 㧘ᶫΎ市長三選 市政

7月 事業再ホ౯制度「時のアセス」ᐇ施 市政

10月 ஭田病㝔に総合ࢣアセンター開設 福祉・健康

4月 ᒃ住ᨭ᥼制度発足 人権・平和

7月 新川崎๰㐀のもりに៞ᛂ大学「.2タウンࣕ࢟ンࣃス」᏶成 経済・労働

4月 全国初のᏊども権฼条例施行 人権・平和

6月 ⏨ዪ平等かわさき条例、人権オンࣈズࣃーࢯン条例議決 人権・平和

7月 自治基ᮏ条例᳨討‽備ጤဨ会発足 市民自治

10月 㧘ᶫΎ市長ⴠ選 市政

10月

6月

4月1996

1997

1995

10月

2000

2001

1998

1990

1991

1992

1993

1994

1985

1986

1987

1988

1989

30　自治研かながわ月報 2016年2月号（No.157）



31 
 

ᴾ

葉山革新市政（ᵏᵗᵕᵐ 年～ᵏᵗᵗᵔ 年）を振り返るᴾ

�

元藤沢市職員� 杉渕� 武 

 
  
１．はじめに�

 

 
�

（１）政治家としてのバックボーン�

24  
1972 2

1959

 
1968 1,500

24  
 
（２）市長誕生�

1972

 

20 35

1973
131

 
 

２．葉山革新市政�「緑と太陽と潮風の

住み良い人間都市」を目指して�

 
（１）選挙で掲げた施策の具体化―第一期目�

1972 2 26

 

〈報告3〉葉山革新市政（1972年〜1996年）を振り返る　31



32　自治研かながわ月報 2016年2月号（No.157）



〈報告3〉葉山革新市政（1972年〜1996年）を振り返る　33



32 
 

 
2 28

1970

 

 
1972

28
26 2  

 

 

1973

1975 28 5
1973

 

70

57  
1973 10

 
 
 

 
 

（２）市Ẹཧຍ࣭市Ẹ⮬治� 一期目㹼୕期目�

 

34　自治研かながわ月報 2016年2月号（No.157）



33 
 

1974 11

1 1976 5
7

 

 

 

1977 2
9 13

1978 10

 

 

 
1981 4 1

1 13
20

 

 

13

 
 
（㸱）新⥲ྜィ⏬の策ᐃ�

 
 

 
1977 9
15

10  
1979 2

3 24  

1979
1985

35 8 1990 39

〈報告3〉葉山革新市政（1972年〜1996年）を振り返る　35



34 
 

 

216  
 

 
1985

1990 34 5

 
 

 
1990 3

 

2000
 

 

㸱．葉山市長の政策࡬のᛮい� � �

 

1982

 
 

 

 
 

 

 
 

 
 

 

1970 1990

 
 

 

36　自治研かながわ月報 2016年2月号（No.157）



35 
 

 

 
 

 
 

1959
1952

1969

 

 
 

 

 

 
 

 
 

 

 
 

 

 

 
 

㸲．≉ᚩⓗ政策�

 

 
 

（１）市Ẹཧຍ࣒ࢸࢫࢩの๰タ�

 

 

 
 

 
 

 
 

（２）市Ẹᩥ化の๰㐀�

 

 

 

 
 

〈報告3〉葉山革新市政（1972年〜1996年）を振り返る　37



36 
 

 

 
 

（㸱）ᖹ࿴�

 

 

 
2014 30  

 
 

（㸲）⚟♴�

1

 

 

 

 
 

（㸳）ࡾࡃ࡙ࡕࡲ�

 

 
1980

 

 

 

 
 

㸳．ࡾࢃ࠾に�

 
10 24

70

 

 
 

 
 

 

 

38　自治研かながわ月報 2016年2月号（No.157）



藤沢（葉山）市政の２４年　　　年表
１䠕䠓２年 ２月 第䠔回⸨沢市長選挙で、ⴥ山ᓧ初当選。
（昭和䠐䠓年） ５月 第１回᠇法記ᛕ行事（平和᠇法をᏲる。知るᶒ฼とマス䝁ミ。᠇法をᬽ䜙しの中へ。）

䠓月 ㎰業緑地、空㛩地☜保に関する要綱制定。緑の広場として೉り上䛢（原っ䜁సᡓ）。
１０月 「開発行Ⅽ等に関する指導要綱」の制定。す部開発区画整⌮事業の見┤し。

都市計画用㏵地域の指定。市街化区域の䛖ち約60䠂を住ᒃᑓ用地域。
「人間のまちをめ䛦して」を策定（䠓䠏年か䜙䠓５年の実施計画・䠓䠏年ண⟬⦅成資ᩱ）

１䠕䠓䠏年 䠐月 Ụ䝜電高ᯫ工事着工
（昭和䠐䠔年） ５月 機構改革（企画調整局・市民局・建設局に再⦅）

䠒月 ⸨沢市生活⤒῭公社設立
䠕月 南口に十Ꮠ屋⸨沢店開店
１０月 市民会㤋自主文化事業「フ䜱䜺ロの結፧」（市民オ䝨ラのスタート）
１１月 「䠏カ年実施計画研究会」を設置（学㆑、団య௦表、地域௦表計２䠓名）・５回実施
１２月 ⸨沢㥐北口再開発事業施行条౛。「䜟たくしたちのまち⸨沢を⪃える市民のつどい」開催。

１䠕䠓䠐年 䠏月 「䠏䞃年実施計画（䠓䠐年度～䠓䠒年度）」を策定。　　南口にᚿ沢⸨沢店開店。
（昭和䠐䠕年） 䠐月 ⸨沢市ᅵ地開発公社設立。　　ၿ行ஙඣ保育園開園。

５月 南口にỤ䝜電ⓒ貨店開店
6月 Ụ䝜電⸨沢㥐がỤ䝜電䝡ル２㝵に移設。北口に䝎䜲䜶ー、南口に䜲トー䝶ーカ堂開店。
䠓月 ⸨沢市文書㤋開㤋
䠔月 ⸨沢㥐南口㥐๓広場Ṍ道橋完成。　　㎷堂㥐す口㊬線橋完成。
䠕月 第１回⸨沢市民まつり開催。　　⸨沢市消㈝者大会開催（ㅖ物౯್上䛢反対）。
１１月 市民シンポ䝆ウムを開催。計䠓回。
１２月 市生活⤒῭公社が༺኎団地の分ㆡを開始。　　•南台㥐橋上㥐と自由通路完成。

１䠕䠓５年 ２月 市民シンポ䝆ウムと同䛨䝔ーマで職員都市問題セミナーを開催。䠓回実施。
（昭和５０年） 䠏月 ⸨沢㥐南口Ṍ道橋完成

䠐月 みどりᬑཬセンター開園
䠒月 ኴ㝧のᐙ開設
䠔月 ⸨沢㥐北口再開発䝡ル建設工事着工
１１月 •南ラ䜲フタウン第一次分ㆡ開始

１䠕䠓䠒年 １月 市立中ኸᅗ書㤋に∦山（ဴ）文ᗜ開設
（昭和５１年） ２月 第䠕回⸨沢市長選挙でⴥ山ᓧ再選

䠐月 ⸨がᒸ市民のᐙ開設（市民のᐙ第１号）
５月 第５回᠇法記ᛕ行事（市民自἞と᠇法䠖ᯇ下ᆂ一氏）。　　労働会㤋開㤋。
１１月 第１回໅労者文化⚍

１䠕䠓䠓年 １月 高島屋、⸨沢㥐北口再開発䝡ルへの出店を᩿ᛕ
（昭和５２年） ２月 第１回のび䜖く子䜙సရᒎ

䠕月 第１回⸨沢市総合計画ᑂ議会開催
１０月 ⸨沢㥐北口地下道開通
１１月 ㎷堂橋上㥐舎完成

１䠕䠓䠔年 東部下水処⌮場建設について࿘㎶住民と市長間で基本協定書交᥮
（昭和５䠏年） ㎷堂市民センター開設。資源ゴミ収集始まる。

䠏月 新総合計画・基本構想策定
䠐月 生きがい福祉センター開設
䠕月 ⸨沢すṊ開店
１１月 䝃ンパール⸨沢（⸨沢北口再開発䝡ル）完成
１２月 ᅵ᭙、ఇ日のኪ間ᛴᝈデ⒪開始

１䠕䠓䠕年 䠏月 市民๰సオ䝨ラ「❳ᜊ㆕」初₇
（昭和５䠐年） 䠒月 Ụの島ᒎ望ሪ᭷ᩱ化

䠕月 䝃ンパール広場完工ᘧ
１１月 ၿ行市民センター開設

１䠕䠔０年 ２月 第１０回⸨沢市長選挙でⴥ山ᓧ䠏選（無ᢞ票選挙）
（昭和５５年） 䠐月 県立䜝䛖あセンター、市内に開㤋。⸨沢㥐北口に市民䜼䝱ラリー開㤋（ᪧ銀行建物転用）。

市立中学校の完全給㣗ᗫ止
５月 国鉄⸨沢㥐橋上㥐舎ⴠ成ᘧ
䠒月 ⸨沢㥐南北自由通路開通。市の施設か䜙᭷リン合成Ὑ๣追ᨺ決定。
䠔月 市の人口が䠏０万人を突破
１０月 市制施行䠐０࿘年記ᛕᘧ඾

１䠕䠔１年 ２月 •南ラ䜲フタウン市民分ㆡ、平ᆒ䠏２ಸの競争率
（昭和５䠒年） 䠐月 ⸨沢市中ኸ༺኎市場開場。㭀἟公民㤋改⠏。

５月 厚生省、⸨沢市を䠔１年度の㞀害福祉都市に指定
１０月 県立య育センターで第１回日本ス䝨シ䝱ルオリンピック全国大会開催
１１月 中国㞼南省᪻明市と友ዲ都市提ᦠを⥾結

１䠕䠔２年 １月 日本電気◪子⸨沢工場の⢊䛨ん公害補ൾ問題５年䜆りに和解
（昭和５䠓年） 䠐月 北消防⨫を開設。大Ύ水に市ᩍ育文化センター開所。

⸨沢㥐南口、Ụ䝜電⸨沢㥐・名店䝡ル・䝎䜲䝲モン䝗䝡ルなどを結䜆Ṍ道橋完成
䠒月 ⸨沢市、᰾රჾᗫ⤯平和都市ᐉゝを࿌示
１０月 県立•南海岸公園開設２５࿘年記ᛕ「フ䜵スタ・し䜗䛖なん」開催

ラ䜲フタウンと㎷堂㥐を┤結する大ᗞトンネル開通
１１月 Ụの島に県立፬人総合センター開所

１䠕䠔䠏年 䠏月 ⸨沢㥐๓南部区画整⌮事業完஢（１䠕５䠕年度～）
（昭和５䠔年） 䠒月 市役所新㤋完成

１０月 金子ᑠ一㑻ඖ市長Ṛ去

１月
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１䠕䠔䠐年 ２月 第１１回⸨沢市長選挙でⴥ山ᓧ䠐選
（昭和５䠕年） 䠏月 石名ᆏΎᤲセンター完成

䠐月 ⸨沢北警ᐹ⨫開設。•南台地域子供のᐙ開設（地域子供のᐙ第１号）。
５月 北部第一ᅵ地区画整⌮事業᥮地処分（１䠕䠒䠏年度～）
１０月 ⛅ⴥ台文化య育㤋開㤋。米㌷䝦リ䝁プター∦瀬にቒⴠ。

１䠕䠔５年 䠏月 南口にᑠ田ᛴⓒ貨店⸨沢店が開店
（昭和䠒０年） ５月 県•南地域整ഛ構想策定委員会、「•南な䛞さプラン」を知事に提ゝ

䠓月 東部下水処⌮場開場。ሐᅵ地区画整⌮事業᥮地処分（1971年度～）。
１１月 市制䠐５࿘年記ᛕ事業として市民オ䝨ラ「ア䜲ー䝎」上₇
１２月 南口オデオン䝡ルⴠ成。•南大ᗞ市民センター開設。

１䠕䠔䠒年 １月 ៞᠕義ሿ大学⸨沢進出を公ᘧ表明
（昭和䠒１年） ２月 ᝟報公開制度開始。十Ꮠ屋⸨沢店㛢店（䠏月に䝁スタ開店）。

䠔月 㠀᰾都市ᐉゝ自἞య連絡協議会の会長に⸨沢市長ᑵ任。
䠕月 大ᗞ台቎園内に市営ᩪ場開設
１０月 総合市民ᅗ書㤋開㤋

１䠕䠔䠓年 １月 ⸨沢ルミネプラ䝄䝡ルⴠ成
（昭和䠒２年） ２月 ⸨沢市民䜼䝱ラリー開設（⸨沢ルミネプラ䝄内）

䠏月 明἞市民センターయ育施設「೺ᗣプラ䝄」開設
５月 䝲ング・䝔䝺フ䜷ン相談開設
䠒月 南市民ᅗ書㤋開設
䠔月 日本初の䝡ーチ䝞䝺ーの公ᘧ大会開催
１２月 カナ䝎・ウ䜲ン䝄ー市とのጜጒ都市提ᦠの協定を⥾結

１䠕䠔䠔年 １月 ∦瀬市民センター新⿦開設
（昭和䠒䠏年） ２月 第１２回⸨沢市長選挙でⴥ山ᓧ５選

䠏月 新•南䝞䜲パス開通
䠐月 ಶ人᝟報保ㆤ制度開始
１１月 ⛅ⴥ台公園屋内プールが開設
１２月 ⸨沢㥐北口に᭷ᩱ㥔㍯場開場

１䠕䠔䠕年 ２月 ᚚ所見まちづくり᥎進協議会スタート。市民病㝔新㤋（す㤋）完成。
（昭和64年 䠓月 •南台文化センター（市民センター・公民㤋）開㤋
平成ඖ年） １２月 長ᚋ銀ᗙ通りのモール化事業完成
１䠕䠕０年 䠐月 ៞᠕義ሿ大学•南⸨沢キ䝱ンパス開校。高㱋者ᑓ用市営住宅「䝃ンシル䝞ー」入ᒃ開始。
（平成2年） Ụの島地下道。䝃ーフ䠕０⸨沢会場開ᖥ。

䠔月 台㢼１１号のᙳ㡪で、⸨沢橋㝗ἐ
１０月 市制施行５０࿘年記ᛕᘧ඾挙行。•南台文化センター市民シアター開㤋。

１䠕䠕１年 １月 湾岸ᡓ争対策として市民生活⥭ᛴ本部設置
（平成䠏年） 䠐月 相談᝟報センターにእ国人相談❆口を設置

５月 ⸨沢⪷ⱌ（ⅆⴿ場）完成
䠓月 ⪁人福祉センター・•南な䛞さⲮオープン。第２回⎔ኴ平洋㠀᰾自἞య会議ཧ加。
䠕月 市立ᅗ書㤋と䠯䠢䠟ᅗ書㤋との相஫検⣴シス䝔ム開始

１䠕䠕２年 １月 ∦瀬Ụの島ほ光案内所開所
（平成䠐年） ２月 第１䠏回⸨沢市長選挙でⴥ山ᓧ䠒選

䠒月 ඵ䞄ᓅ野እయ㦂ᩍ室オープン
䠔月 す部ᅵ地区画整⌮事業᥮地処分（１䠕䠓１年度～）
１０月 ⸨沢ケーブル䝔䝺䝡局開局。大ᆺゴミの䝁ール制導入。
１１月 第䠒回国際㠀᰾自἞య会議にཧ加
１２月　⸨沢橋が全面開通

１䠕䠕䠏年 ２月 「•南な䛞さシ䝔䜱」計画案決まる
（平成５年） 䠏月 ῰谷の㔛ᅵ地区画整⌮事業᥮地処分（１䠕䠔５年度～）

䠐月 ᅾ宅福祉䝃ー䝡スセンター発足。Ụの島ᒾ屋、２２年䜆りに再開。
５月 地区福祉❆口開設（∦瀬・ᚚ所見市民センター）
䠓月 ㎷堂市民ᅗ書㤋開㤋
１２月 ⸨沢㥐の貨物線新䝩ームの౑用開始

１䠕䠕䠐年 ２月 横浜市営地下鉄ᡞሯー•南台間㉳工ᘧ
（平成䠒年） 䠒月 市ᅗ書㤋䠏㤋と日大㎰⋇་学部ᅗ書㤋が相஫฼用開始

䠓月 保೺་⒪センター開㤋。国道１䠏䠐号∦瀬海岸か䜙㭀἟海岸㎾、䠐㌴線化完成。
䠕月 ∵ஙパック回収市内全域に。北部２（１地区）ᅵ地区画整⌮事業᥮地処分（1969年度～）
１０月 「•南な䛞さシ䝔䜱」関連施設∦瀬漁港建設開始
１１月 •南㎷堂地下道開通
１２月 オンブ䝈マン条౛制定

１䠕䠕５年 䠐月 ⛅ⴥ台リ䝃䜲クルᒎ示場開設。ᯇ本市と⅏害᫬相஫ᛂ᥼協定⥾結。
（平成䠓年） ᑠ田ᛴ六会㥐の橋上㥐舎の一部と東す自由通路が完成

５月 県知事、「•南な䛞さシ䝔䜱」の計画見┤しをゝ明
䠔月 ዟ田公園㥔㌴場オープン

１䠕䠕䠒年 ２月 ㎷堂（⩚鳥立య）ᅵ地区画整⌮事業᥮地処分（１䠕䠔䠒年度～）
（平成䠔年） 第１䠐回⸨沢市長選挙で山本ᤩ雄初当選

䠐月 䝺デ䜱オ•南が開局
䠕月 ⎔ቃ基本条౛可決
１０月 オンブ䝈マン制度がスタート

（藤沢市ไ䠓䠌࿘年グᛕ䛂㒔市໬䛸市Ẹの⌧௦ྐ䛃䚸䛂藤沢市政のᴫせ䛃䛛䜙సᡂ）
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㻠㻚㻞㻟 第１回▱事ᗇ内放㏦「月例談話」
㻡㻚㻞㻢 ▱事グ者会ぢ、自治体ࣞ࣋ルの民際外஺、国際஺流ㄢの設置᳨討を発言
㻢㻚㻝㻣 県議会所ಙ表᫂「新⚄ዉ川計画とでも࿧࡭ࡪき、総合ⓗ࡞計画を用ពし࠸ࡓ」
㻣㻚㻣 県財政⥭ᛴ対策ᮏ㒊設置ー県民へのアࣆール「県財政の༴機につ࡚࠸県民のⓙさんへ」
㻣㻚㻝㻜 ▱事、㍍஭ἑトࢵプマࢿジメントセミࢼーㅮ₇「新し࠸福祉のあり方」提㉳
㻝㻜㻚㻝 ⥭ᛴ㞠用対策スタート
㻝㻜㻚㻞㻣 第１回県・横浜・川崎三首長懇談会開催
㻝㻝㻚㻞㻞 第１回県民討ㄽ会「高校教育問題を考える」開催
㻝㻞 ▱事と市長会・⏫ᮧ会代表との懇談会発足
㻞㻚㻝㻠 第１回地域別首長懇談会開催（県ኸ・県໭地域）
㻠㻚㻝 ともしࡧ㐠動᥎㐍協議会設置
㻠 ⫋ဨにࡼる自୺研活動への᥼ຓ制度スタート

㻞㻚㻝㻡 （財）県国際஺流協会設立
㻠㻚㻡 県財政⥭ᛴ対策ᮏ㒊ゎᩓ
㻠㻚㻞㻡 ▱事月例談話「地方の時代」提ၐ
㻢 「ともしࡧ基㔠」設置
㻥㻚㻝 「⫋ဨにࡼる研究ࢳーム制度」スタート
㻝㻝 「法人県民懇話会」始まる

㻝㻞㻚㻞㻢 県公害対策審議会「県公害防止条例改正要項」஢ᢎ
㻞㻚㻤 総合開発審議会、新⚄ዉ川計画᱌⟅⏦�2�13決定)
㻟㻚㻟㻝 公害防止条例全㠃改正公布�㸷�30施行)
㻟 県民ཧຍシステム研究プロジ࢙クトࢳーム報࿌�まとまる�情報公開とりあࡆる)

㻡㻚㻞㻢 ▱事月例談話「㢌⬻センター構想」提᱌
㻣㻚㻝㻠 第１回地方の時代シンポジウム「地方の時代」開催
㻤㻚㻝㻜 「⚄ዉ川の文化を考える懇話会」発足
㻥 文化のࡵࡓの１�システム᳨討会発足

㻝㻝㻚㻞㻡 「ともしࡧ㐠動をすすࡵる県民会議」設置
㻝㻚㻟㻜 「環境アセスメント条例」制度化の方㔪決定
㻞㻚㻞㻟 ⚄ዉ川の文化を考える懇話会「㤶り高き⚄ዉ川文化๰㐀のࡵࡓにー⚄ዉ川出発計画」報࿌
㻡㻚㻣 「自治体学研究」�๰ห
㻡㻚㻝㻝 「情報公開‽備ጤဨ会」設置�県民㒊内)
㻣㻚㻞㻢 第１回භ都県市首⬻会議（首都圏ࢧミࢵト）開催
㻝㻚㻝㻞 総合計画審議会、新⚄ዉ川計画改定ᐇ施計画᱌⟅⏦�１・16決定)
㻠㻚㻝 県市⏫ᮧ⫋ဨ஺流スタート
㻠㻚㻝 自治総合研究センター発足�公ົ研修所改組）
㻠㻚㻝 県立社会福祉施設整備の「ࡸまࡺり計画」、県立病㝔整備の「かもࡵ計画」スタート
㻠㻚㻝 市⏫ᮧへの権㝈移議スタート、出ඛ機関への権㝈移ㆡಁ㐍
㻢㻚㻟 メリーランࢻᕞとの姉妹提ᦠ「㊃᪨表᫂書」調印
㻤㻚㻝㻝 県情報公開‽備ጤဨ会設置�全ᗇⓗ)
㻤㻚㻞㻥 県産業政策協議会「㢌⬻センター構想への提言」提出
㻝㻜㻚㻞㻜 県環境ᙳ㡪ホ౯条例公布
㻝㻜㻚㻞㻟 大学学長・▱事懇談会初会合�地学協同へ)
㻠㻚㻝 山の緑を育࡚る「あすࢁ࡞」計画スタート
㻠㻚㻤 ⚄ዉ川の文化を考える懇話会「⚄ዉ川の㢼ᬒづくり」提言
㻠㻚㻞㻟 ⚄ዉ川県とメリーランࢻᕞが「県ᕞ཭好提ᦠ協定書」調印
㻠㻚㻞㻤 「⚄ዉ川の教育を考える連⤡協議会」設置
㻡㻚㻞㻡 「県情報提౪制度᳨討ጤဨ会」発足
㻢㻚㻥 ▱事「㦁然ࡓる教育ㄽ議」提ၐ
㻣㻚㻝 県環境ᙳ㡪ホ౯条例施行
㻥㻚㻣 県情報公開‽備ጤဨ会「情報公開制度に関する調ᰝ研究報࿌書」発表
㻠㻚㻝㻢 「⚄ዉ川の教育を᥎㐍する県民会議」発足
㻠㻚㻞㻢 「か࡞がわዪᛶプラン」決定
㻡㻚㻝㻣 中国㑈ᑀ┬との཭好提ᦠ決まる
㻡㻚㻞㻞 「か࡞がわዪᛶ会議」結成
㻣㻚㻝㻣 情報公開᥎㐍懇話会、▱事への提言
㻝㻜㻚㻣 「県の機関の公文書の公開に関する条例」成立
㻝㻞㻚㻝 県総合産業政策ጤဨ会「か࡞がわの総合産業政策」提言
㻝㻚㻤 県総合計画審議会、新⚄ዉ川計画改定᱌⟅⏦（１�11決定）
㻝㻚㻝㻝 県情報公開・情報提౪᥎㐍ጤဨ会「情報提౪につ࡚࠸の᳨討結ᯝ報࿌書」提出
㻝㻚㻞㻥 •༡国際ᮧ構想」発表
㻞㻚㻝㻠 「か࡞がわ環境プラン」策定
㻠㻚㻝 情報公開制度、情報提౪システムスタート
㻡㻚㻝㻞 県・中国㑈ᑀ┬཭好提ᦠの協定調印「୙ᡓのㄋ࠸」᫂グ
㻢㻚㻟㻜 県議会▱事所ಙ表᫂「か࡞がわくにづくりプラン」提ၐ
㻝㻝㻚㻝㻡 ▱事「ࢀࡩあ࠸教育㐠動」提ၐ
㻞㻚㻝㻢 ⫋業カ⦎校再⦅整備「࠸ち࠺ࡻ計画」まとまる
㻠㻚㻞㻣 西⊂バーデン・ビࣗルテン࣋ルクᕞ、シࣗ࣋ート首┦᮶県、஺流ᣑ大で合ព
㻢㻚㻢 総合福祉政策᥎㐍懇話会初会合
㻢㻚㻝㻡 研究開発型企業全国஺流研究大会開催
㻣㻚㻡 県議会で「⚄ዉ川㠀核兵器県宣言」成立

長洲神奈川県政関係年表

㻝㻥㻤㻝年
（᫛࿴㻡㻢年）

㻝㻥㻤㻞年
（᫛࿴㻡㻣年）

㻝㻥㻤㻟年
（᫛࿴㻡㻤年）

㻝㻥㻤㻠年
（᫛࿴㻡㻥年）

㻝㻥㻣㻡年
（᫛࿴㻡㻜年）

㻝㻥㻣㻢年
（᫛࿴㻡㻝年）

㻝㻥㻣㻣年
（᫛࿴㻡㻞年）

㻝㻥㻣㻤年
（᫛࿴㻡㻟年）

㻝㻥㻣㻥年
（᫛࿴㻡㻠年）

㻝㻥㻤㻜年
（᫛࿴㻡㻡年）
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㻞 みどりのまちか࡞がわ㐠動᥎㐍協議会「⚄ዉ川におࡅるࢼシࣙࢼルトラスト制度」提言
㻟㻚㻞㻞 県公文書公開㐠営審議会「プライバシー保議制度の☜立」等報࿌
㻠㻚㻝㻞 「•༡国際ᮧ�௬⛠)基ᮏ構想」発表
㻡㻚㻝㻣 •༡ᾏ岸地域整備構想策定ጤဨ会「†༡ࡂ࡞さプラン」提言
㻡㻚㻞㻤 「か࡞がわࢧイエンスࣃーク構想」の提言
㻣㻚㻞㻡 第２回「•༡ࡂ࡞さࢧミࢵト」開催「•༡ࡂ࡞さプラン」決定
㻟㻚㻞㻞 第１回�「┦ᶍ川ࢧミࢵト」開催、┦ᶍ川総合整備構想⣲᱌᳨討
㻠㻚㻝 組⧊改正�産業政策ㄢ新設、福祉㒊にリࣁビリテーシࣙン担当セクシࣙン設置）
㻠㻚㻝 「か࡞がわトラストみどり基㔠」設置
㻡㻚㻞㻟 自治体学会発足
㻝㻜㻚㻝㻝 ▱事、ࢯ連オデࢧࢵᕞへ཭好ゼ問
㻝㻞㻚㻞㻟 第஧ḟ新⚄ዉ川計画決定
㻝㻚㻢 きᮍ᮶┦ᶍ川プラン」まとまる࠸き࠸
㻝㻚㻝㻟 新か࡞がわዪᛶプラン決定
㻟 か࡞がわ福祉プラン策定
㻟 みどりのまち・か࡞がわ計画改定
㻠㻚㻝 高校㸳校開校�計ⓒ校ࠋ高校ⓒ校計画⤊஢)
㻡㻚㻞㻝 県大都市産業問題研究協議会「工業制㝈ㅖ制度の改ၿに関する報࿌」まとまる
㻣㻚㻝㻠 か࡞がわトラスト第１号⛙野「ⴱⴥ緑地」
㻟㻚㻞㻥 ಶ人情報保護‽備ጤဨ会発足
㻟 •༡国際ᮧ�௬⛠)構想基ᮏ計画策定
㻟 ト࣡ーク構想策定ࢵࢿ†み஬࡞まࡸ

㻠㻚㻞㻤 ┦ᶍ湾岸１㸱市⏫長の┦ᶍ湾ࢧミࢵト開催�685)
90開催を合ព)
㻢 ᾏ・浜の⛛ᗎある฼用計画策定

㻥㻚㻞㻝 ಶ人情報保護制度㦵Ꮚ᱌まとまる
㻝㻞㻚㻞㻤 685)
90基ᮏ計画発長
㻞㻚㻝㻜 県立ヨ㦂研究機関の再⦅整備計画ᴫ要まとまる
㻟 ト࣡ーク構想整備基ᮏ計画まとまるࢵࢿ†み㸳࡞まࡸ
㻡㻚㻞 （社）┦ᶍ川アーバンリࢰート・フ࢙スティバル１㸷㸷０協会設立
㻡㻚㻟㻜 か࡞がわ新産業プラン公表
㻣㻚㻝㻠 （財）⚄ዉ川⛉学技⾡アカデミー設立
㻤㻚㻞㻤 （財）⚄ዉ川高度技⾡ᨭ᥼財団設立
㻝㻜㻚㻝㻣 （ᰴ）•༡国際ᮧ協会設立
㻝㻝㻚㻢 か࡞がわࢧイエンスࣃークオープン
㻝㻝㻚㻞㻠 県・西⊂バーデン・ビࣗルテン࣋ルクᕞ、཭好提ᦠ調印
㻞 県ಶ人情報保護条例制定（１㸷㸷０㸬１０施行)
㻞 か࡞がわ᳃林基㔠条例制定
㻟 ⛉学技⾡政策大綱策定

㻠㻚㻞㻥 685)
90�┦ᶍ湾アーバン・リࢰートフ࢙スティバル１㸷㸷０)�開催�１０月まで)
㻥 か࡞がわ産業プラン策定

㻝㻜㻚㻝㻟 685)
90ୡ⏺ࡂ࡞さシンポジウム開催
㻠㻚㻝 第２ḟ新⚄ዉ川計画・改定ᐇ施計画スタート
㻡㻚㻝㻠 人ᮦ育成・組⧊革新ጤဨ会設置
㻡㻚㻞㻤 か࡞がわ国際政策᥎㐍プラン策定
㻞㻚㻞㻜 か࡞がわトラストみどり基㔠㈙ධࢀ保Ꮡ緑地第１号決定
㻠㻚㻝 （財）か࡞がわともしࡧ財団設立
㻣㻚㻞㻝 初の⚄ዉ川県⛉学技⾡ⓑ書ห行
㻝㻜㻚㻞㻣 （財）か࡞がわ学⾡研究஺流財団�.O)$&(�)設立
㻝㻝㻚㻠 国際㠀核自治体会議開催�11�8「カ࣡࢞ࢼ宣言」᥇ᢥ
㻞㻚㻝㻥 池Ꮚ米軍住Ꮿ建設で適合㏻▱書஺௜
㻠㻚㻝 か࡞がわ民際協力基㔠開設
㻢㻚㻝㻣 県環境政策᥎㐍会議発足
㻝㻜㻚㻞㻣 （財）⚄ዉ川ⱁ⾡文化財団文化財団設立
㻡㻚㻞㻢 池Ꮚ問題で㏸Ꮚ市長が▱事に国との௰௓を౫㢗
㻡㻚㻟㻜 †༡国際ᮧ開ᮧ
㻤㻚㻟㻝 池Ꮚ米軍ᐙ᪘住Ꮿ建設問題で国、県、㏸Ꮚ市が初の㸱者会談
㻝㻝㻚㻤 長Ὢ▱事がᘬ㏥を表᫂
㻝㻝㻚㻝㻣 池Ꮚ米軍ᐙ᪘住Ꮿ建設問題問題で和ゎ合ព書に調印

㻝㻥㻥㻡年
（ᖹᡂ㻣年）

㻠㻚㻞㻟 長Ὢ▱事㏥௵

ฟ඾
ஂಖᏕ㞝ⴭ䛂▱஦䛸⿵బᐁ䛃䜘䜚ᢤ⢋（ཎ㈨ᩱ䛿䚸⚄ዉᕝ┴௻⏬㒊⦅䛂᪂⚄ዉᕝィ⏬䠍䠌年のṌ䜏䞊ᮍ᮶䜈の䛚䛟
䜚䜒の䛃（䠍䠕䠕䠌年）ཬ䜃⚄ዉᕝ┴㈨ᩱ䛛䜙）

㻝㻥㻥㻟年
（ᖹᡂ㻡年）

㻝㻥㻥㻠年
（ᖹᡂ㻢年）

㻝㻥㻤㻣年
（᫛࿴㻢㻞年）

㻝㻥㻤㻤年
（᫛࿴㻢㻟年）

㻝㻥㻤㻥年
（᫛࿴㻢㻠年㻛
ᖹᡂඖ年）

㻝㻥㻥㻜年
（ᖹᡂ㻞年）

㻝㻥㻥㻝年
（ᖹᡂ㻟年）

㻝㻥㻥㻞年
㻔ᖹᡂ㻠年）

㻝㻥㻤㻡年
（᫛࿴㻢㻜年）

㻝㻥㻤㻢年
（᫛࿴㻢㻝年）
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革新自治体から自治体革新へᴾ

 

 
  

 
 
戦後 70 年を経た現在、「革新自治体」と

いう言葉はほぼ死語にちかい。にもかかわら

ず、今日あえて革新自治体を通して戦後 70
年を考える意義はどこにあるのだろうか。本

稿では私自身の革新自治体との関わりを織り

込みながら、革新自治体の「原点」を再確認

し、その歴史的意義について素描してみたい。 
私の革新自治体との関わりは、1977 年に革

新市長会の事務局であった地方自治センター

に入ったところからである。仕事は機関誌で

あった月刊「地方自治通信」の編集であった。

1977 年は日本国憲法・地方自治法の制定から

30 年にあたるが、革新市長会が発足した年

（1964 年）からすでに 13 年が経っていた。

この時期の革新自治体は、それまでの 10 年

余の隆盛（第 1 期）に比べ、陰りがみえはじ

めており、革新自治体の「革新性」とは何か

があらためて問われる時期にあった。当時の

ことばでいえば「革新自治体から自治体革新

へ」であり、いかなる方法で自治体革新をす

すめるかが緊急の課題であった。 
革新自治体の第１期から２期への分岐点は

第一次オイルショック（1973 年）のころと重

なっている。1975 年の統一地方選挙で飛鳥田

横浜市長は 4 選、伊藤川崎市長も３選、県レ

ベルでは美濃部都知事も３選を果たすなど主

要な革新自治体は政権を維持し、順調に発展

しているかにみえる。長洲県政もこの年の統

一地方選挙で誕生している。だが長洲知事以

外は現状維持が精一杯であり、長洲県政も日

本の社会経済が成熟期へとむかう時代の変化

に対応した政策に舵をきっていく。 
陰りの要因は、社会党・共産党の足並みの

乱れもあったが、自民党、自治省（当時）か

らの攻勢も厳しかった。その典型が自民党サ

イドからの「TOKYO 作戦」（東京、大阪、

京都、横浜、沖縄の頭文字）であり、また美

濃部都政対自治省の「財政戦争」であった。

後年になるが、当時の東京都の財政危機は自

治省によって「つくられた」との東京都職員

の証言がある（日比野登『財政戦争の検証』

1987 年、第一書林）。 
もう一つ、革新市長が掲げてきた「市民参

加」の言葉が広く受け入れられ、この時期か

ら保革の対立から競合の時代に入ってきたこ

とも大きい。２度のオイルショックを機に、

日本の政治は自民党と社会・共産党の保革対

立から多党化へと移っていく。こうした状況

のなかで 1977 年 12 月、飛鳥田市長が社会党

委員長に転出する。転換期にあった時代の編

集者として私は、革新自治体の機関誌という

より自治体革新の運動・理論の機関誌になる、

という思いで編集にとりくんでいたことをは

っきりと覚えている。 

＜コメント＞ 
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1963 年の統一地方選挙で横浜、京都、大阪、

໭஑ᕞの 4 つの政௧市とその௚ 78 の都市で

㺀革新市長㺁が当選、ついで 1967 年に㤳都東

京で美濃部革新都政が誕生したことで、革新

自治体のᏑ在が一Ẽに日本の政治の᭱๓⥺に

ᾋୖしてくる。だが、革新㤳長を当選ࡏࡉた

原動ຊは、ᚲずしも革新㝕Ⴀ（社会党、共産

党、ປാ⤌合）のຊだけではなかった。㧗度

経済成長がもたらす▩┪（大௻ᴗによるබᐖ、

日ᖖ生άの現ሙからᄇ出する多ᵝな都市問題）

をゎỴするための᭷ຠな都市政策をもってい

なかったという意࿡では、保Ᏺも革新もྠじ

であった。都市政策の୙在に対する生ά者市

民のᛣりが、市民運動、ఫ民運動として඲国

ྛ地にࡦろがり、そうした動きに後ᢲしࡉれ

るかたちで革新自治体が登ሙしてくる。 
ᣑ大するᕤᴗ化・都市化の のなかで、生

ά᮲௳のᮍᩚഛ、౵ᐖへの␗㆟⏦立てを受け

Ṇめ（᢬ᢠと参加）、法の自主ゎ㔘・自主立

法により⊂自政策を編みだし（権㝈なき⾜政）、

地方政ᗓとしてのྍ⬟性を㧗める動き（自治

体の発ぢ）がጞまる。ここに革新自治体の歴

史的意義をぢ出すべきだが、その運動・理論

のᇶ♏となったのが、ᯇୗᆂ一ࡉん、㬆ᾏṇ

Ὀࡉんによる「地ᇦ民主主義」「自治体ᨵ革」

のᥦ㉳（1961 年）であった。 
᰿ᗏに戦後民主主義の「⾲ᒙ性」へのᢈุ

がこめられていた。⾲ᒙ性とは、➃的にいえ

ば 1960 年のᏳ保཯対の⾤頭ࣔࢹの㧗ᥭにも

かかわらず、生άのሙである地ᇦはᚤ動だに

しなかった現ᐇをࡉしている。職ᇦ重どの大

௻ᴗ・ᐁ୰ᚰのປാ運動（㝵⣭㜚争）にとっ

て「地ᇦ」はᮎ➃にすࡂなかった。また㎰ᮧ

部だけでなく大都市でも地ᇦのෆዟは保Ᏺの

ᗏ㎶㸻「地方」として⤌織ࡉれていた。཮方

とも国ᐙほᛕを᰾に地ᇦ政治を「ୗࠎの政治」

とみることでは戦๓期と何ら変わらなかった。

「地方」ではなく「地ᇦ・民主主義」でなけ

ればならない理⏤がここにある。「地ᇦ民主

主義」「自治体ᨵ革」は、༢に地方自治のᙉ

化というより、戦後日本のなかにᐇ㉁をもっ

た民主政治をᵓ⠏するための戦␎ᵓ᝿（ᵓ㐀

ᨵ革）であった。しかし、このᨵ革ᵓ᝿には

革新㝕Ⴀでの厳しい論争をくࡄらなければな

らなかった。その᥎移は㬆ᾏࡉんの『地方分

権の思᝿�自治体ᨵ革の㌶㊧と展ᮃ』（1994
年、Ꮫ㝧書ᡣ）にまとめられている。 
自治体運Ⴀの᰿ᖿにすえられたのが「市民

参加」と「シࣅル・࣒࣐ࢽ࣑」であり、この

2 つを୰᰾ᴫᛕに⊂自の政策࡙くりが㛤ጞࡉ

れていく。私もここを革新自治体の「原点」

と఩⨨࡙け、1980 年代の自治体革新運動の動

ྥを㏣っている。 
 

 
革新自治体のᐇ⦼は『㈨ᩱ・革新自治体

（ṇ・⥆）』（1990 年、1998 年、日本ホ論

社）にまとめられている。革新自治体の政策

は「⚟♴࣐࢟ࣛࣂ」でࣁードにᙅいというホ

౯をうけたが、都市ᨵ㐀でもඛ⾜している。

重要なことは、革新自治体における都市ᨵ㐀

は、田୰ゅᰤの日本ิᓥᨵ㐀に㇟ᚩࡉれる大

型බ共事ᴗの࣐࢟ࣛࣂではなく、ィ⏬⾜政を

まえ都市型社会における生ά᮲௳のᩚഛ保ࡩ

㞀（シࣅル・࣒࣐ࢽ࣑）を政策つ⠊としたこ

とにあった。その歴史的ホ౯は、戦後自民党

一党ᨭ㓄体制のなかで「政権஺代なき政策転

換」の言葉が➃的に♧すように、国の政策を

しだいに変え、Ỉ‽をୖげたことにあった。

だが、けっしてきれい事ばかりではない。 
市民参加を✚ᴟ的にᑟ入することは、㏫に

厳しい局㠃に立たࡉれる事ែがおこりᚓる。

㺀参加㺁が㏫に市民（ఫ民）からのᢈุ・᢬ᢠ
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のዎ機となるからである。横浜市の㈌≀⥺ᘓ

タ཯対運動がその典型であり、東京都のࡈみ

↝༷᪋タをめࡄる「ࡈみ戦争」もそうであっ

た。濃ῐのᕪはあれ、革新自治体は参加をዎ

機とした市民のᢈุ・᢬ᢠに多くのⱞい経㦂

をもっていることは⋡┤に認めなければなら

ない。しかし、この緊ᙇが新たな政策・制度

࡙くりのㄏ因になることも確かである。市民

のഃもྠᵝである。⾜政権㝈と対ᓖするには、

市民の㛫でも合意と調ᩚのࣟࣉセࢫはḞかࡏ

ないからである。市民参加は市民、⾜政཮方

にとって、新たな政治カ⦎の機会を要ㄳする

ことになる。自治体職員もこうした ୰に身

をおくことで㘫えられ、タࢸ⣔の⤌織に㥆⮴

した職務参加のレベルをこえた「職員参加」

の動機がうまれてくる。 
以ୗに革新市長会のά動ࢫタイルの≉ᚩに

ついてグしておく。革新市長会は共通の政策

つ⠊として「革新都市࡙くり⥘㡿㸫シࣅル・

の策定のために」（1970࣒࣐ࢽ࣑ 年）をつく

るが、これは革新市長会の政治⥘㡿ではなく、

ྛ自治体がಶูにかかえる課題ゎỴのための

政策ᣦ㔪であった。よく横浜方ᘧ、川崎方ᘧ、

Ṋⶶ野方ᘧ、ۑۑ方ᘧという⾲現が౑われた

が、この言葉がそのことを➃的にしめしてい

る。なお 1973 年の革新市長会⥲会で、飛鳥

田会長は「1 党１ὴの立ሙによらず、地ᇦ民

主主義の౯್を共᭷する政党・ᅋ体と༠ຊ関

ಀをもつ」とᙉ調している。市民の代⾲機ᵓ

としての㤳長の立ሙと革新政党の関ಀはけっ

して一ᯛᒾではなかったのである。革新自治

体がᚿྥする「革新」は、あくまで市民自治

をᇶ♏に自治体を政策主体に飛㌍ࡏࡉるため

のᨵ革であり、革新市長会はそのための「政

策㐃合」集ᅋをめࡊしていた。 
政策㐃合の౛をいくつかあげれば、ᦤὠッ

ゴのඖとなった㉸㐣㈇ᢸ問題調ᰝ、ᮅ㩭ே国

⡠書き換え問題、自⾨㝲ເ集事務のᣄྰ、政

௧市レベルの自動㌴᤼ࢫ࢞つ制の共ྠ調ᰝ

しࢫࣛࣉがある。ྛ自治体の⊂自政策にࠎ➼

てこうしたỈᖹ㐃ᦠの機会を多くつくりなが

ら、機関委௵事務体制のᯟෆではあったが、

ᐁ൉主ᑟの集権的⾜政の㝈⏺を᫂らかにし、

地方政ᗓとしてのྍ⬟性にᣮ戦してきたのが

革新自治体の運動であった。1980 年代の地方

自治に大きなインࣃクトを୚えた長洲知事の

「地方の時代」のᥦၐ（1978 年）も「㤳都ᅪ

革新㤳長᠓ㄯ会」（横浜市、川崎市、⚄ዉ川

県、東京都、ᇸ⋢県、1976 年）での広ᇦ的な

政策㐃合の㆟論の୰から出てきている。その

経⦋は㬆ᾏ๓掲書にくわしくグࡉれている。 
「地方の時代」のᥦ㉳は、「革新を革新す

る」という論点で当時革新自治体がつきつけ

られていた課題への一つのᅇ⟅であったが、

大きく஧つの方ྥでᨵ革のὶれをつくってい

く。いずれも 1990 年代の分権ᨵ革の動きに

つながるが、௚方でそれは革新自治体の⤊↉

を加㏿ࡏࡉる動きでもあった。自治・分権は

革新自治体の運動をこえ、広く自治体の一⯡

原๎として受け入れられてきたからである。 
 

 
「地方の時代」は᫂らかに生産重どから生

ά重どの政治への転換をめࡊしていた。㧗度

にᕤᴗが発㐩した国に共通するものだが、こ

こから国ᐙのᯟ⤌みをこえて自治・分権の意

義を再考しようとする動きがおきてくる。当

時のことばでいう「国㝿化・分権化」だが、

一国ෆでの保革のᯟ⤌みをこえ国㝿的など点

から自治体の఩⨨・課題をとらえる思考転換

は、確ᐇに分権ᨵ革のὶれを‽ഛしていく。 
分権᥎㐍委員会で᥇⏝ࡉれた⿵᏶性原理の

考えは、(8 地方自治憲❶（1985 年）からの

᥼⏝だが、この憲❶には国ቃをこえて自治体

が共ྠでά動する権㝈が盛られている。ᇶ♏

自治体を㉳点とした⿵᏶性原理は自治体㛫の

Ỉᖹ㐃ᦠをᇶ♏にୖ఩政ᗓによる⿵᏶という
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かたちで政治シ࣒ࢸࢫを重ᒙ的にとらえるど

点をᘬき出すが、そのᵓ㐀をᨭえる⫼後には

市民の国ቃをこえた多ᵝなά動があった。 
長洲県政が掲げた政策の一つに民㝿外஺

（SHRSOH WR SHRSOH GLSORPDF\）がある。この

言葉には、国ᐙ対国ᐙによる外஺だけではな

く自治体もまた国㝿政策の主体だという意࿡

がこめられている。1980 年代の自治体は民㝿

外஺を一つのᅇ㊰にして、国㝿化・分権化の

ྠ時㐍⾜というかたちで、国ᐙ୰ᚰの発᝿を

ษりᔂし、自治体が横につながり、༠ຊしあ

って自治を展㛤する意義を再発ぢしていく。

ඛの政策㐃合としての革新市長会の運動も、

国ෆレベルではあるが、こうした動きをඛྲྀ

りしたものであったと理ゎできる。 
஧つ┠のᨵ革は自治体⤌織のෆ部革新であ

る。革新市長は 1960 年代から␗ཱྀྠ㡢に「ᩛ

୰一ே、ⴠୗചで㝆りる思い」と語り、また

「Ἶ田のなかの୹㡬㭯」（ᯇୗᆂ一）とホࡉ

れていた。ᩛ୰ないしἾ田とは、地ᇦᗏ㎶を

ᇶ┙とする保Ᏺ⣔㆟員にᅖまれた㆟会、省ᗇ

のୗㄳけ⾜政に㥆れきった職員、᪤ᚓ権をᏲ

ろうとする職員ປാ⤌合（職⤌）であった。

≉に革新㤳長と職⤌は、選挙ではᨭ持⤌織で

༠ຊ関ಀにあるが、ປ౑関ಀでは対立する▩

┪をかかえ、つࡡにᝎましい関ಀにあった。

第஧⮫調にいたる⾜政ᨵ革論㆟のなかで、自

治体職員のே௳㈝㧗㦐の㆟論がおこり、職⤌

との⒵╔というᙧで、政ᗓ、自民党、ࢫ࣐コ

 。から革新自治体ᢈุがたかまってくる➼࣑
職ᇦ༢఩にタࢸ⣔に⤌織ࡉれた職⤌は、௻

ᴗู⤌合とྠじく、ෆと外をᓧูする⤌織文

化をもち、市民との㐃ᦠをⴭしくᅔ㞴にする。

そのために自治ປ運動は、市民⚟♴ではなく

「自分⚟♴」だというኌが職員たちからもୖ

がっていた。こうした⤌織ෆ部からのᢈุは

タイルの཯およࢫ政⾜ࡸがて⤌織のあり方ࡸ

㠀市民性を問題どするようになる。その୰ࡧ

から職員の自発的な政策◊✲の機運がおき、

自治体職員のಶே参加による「自治体Ꮫ会」

の๰タにつながっていく。自治ປ運動もこう

した時代₻ὶのなかで自治体㜚争から自治体

ᨵ革へと方ྥ転換していく。「地方の時代」

は確ᐇにそうした機運を後ᢲしするᙺ๭をᢸ

ったし、長洲県政も「බ務◊ಟから自治の◊

✲へ」の言葉で政策᝟ሗ誌（『自治体Ꮫ◊✲』）

の๰刊（1979 年）ࡸᗇෆシンクタンク機⬟を

もつ「自治⥲合◊✲センター」（1980 年）な

どをタ⨨する。 
「革新を革新する」運動は、大きく自治体

のෆと外にむかって、地方政ᗓとしての自立

にḞかࡏないしくみと経㦂を⵳✚しながら、

2000 年の分権ᨵ革にいたる㐨➽を‽ഛして

いく。だが、その動きは、⧞り㏉しになるが

革新自治体のᏑ在を┦対化ࡏࡉ、歴史的ᙺ๭

の⤊わりを加㏿ࡏࡉるものでもあった。革新

自治体の原点への㐳⾜は、革新自治体のᏑ在

を大きくのりこえ、日本の自治体が地方政ᗓ

へと飛㌍する♏の確認であったことがわかる。 
て、戦後ࡉ 70 年を経た現在、私たちはこ

の原点をどこまで生かしているのか。今日の

状況はṧᛕながら、沖縄県の⩝長知事が㧗⿢

の法ᘐで発した「日本には、本当に地方自治

民主主義はᏑ在するのか」のᝒ③な言葉にࡸ

㇟ᚩࡉれているように思う。 
⾜政୙᭹ᑂᰝ法という本᮶国ᐙ権ຊに対す

る国民の権฼ᩆ済制度を㏫ᡭにとり、国ᐙ権

ຊを私ேにみたて、沖縄県の自治権をᙉᅽ的

にᑒẅしようとするᏳಸ政権の཯自治・཯民

主的な政治ࢫタイル。また、㐣๫に危機をあ

おり、࢔メとࢳ࣒で地ᇦ・自治体を競争に㥑

り立てる「地方๰生」は、自治のẼ㢼をᙅめ、

国౫Ꮡの⾜政を㟢わにしている。そうだとす

れば、革新自治体を※とする自治・分権の原

点への㐳⾜は、㐣ཤへのࢫࣀタルࢪーどころ

か、戦後 70 年を経た今なお日本のᮍ᮶を再

ᵓ⠏するためにᛀれてはならない「生きた原

点」ということになる。�
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ᴾ

革新自治体と労働組合ᴾ

�

神奈川県地方自治研究センター主任研究員� 勝島行正 
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ᴾ

市民活動の片隅から見た飛鳥田市政ᴾ

�

ＮＰＯ法人横浜シティガイド協会理事� 嶋田昌子 

 
 

 

敗戦、そして接収と続き、横浜の財政が厳

しい時期に、1955 年頃から横浜の人口は急上

昇を始めた。 
激化する都市問題と向き合った五大戦争期

の市民活動の後を受け、1970 年代から地域活

動に関わってきたささやかな個人の経験を述

べることで、飛鳥田市政の片鱗にでも触れら

れたらと思う。まず、飛鳥田市政のまちづく

り基本方針（『自治研かながわ月報 146 号』

鳴海正泰）を確認しておく。 
①人口急増による無差別な開発をコントロ

ールし生活環境に整備 
②東京の衛星都市から自立を目指す６大事

業による横浜の都市づくり 
③都市の質の向上を目指す歴史を生かした

都市づくりと都市デザイン 
＜施設が乏しいなかでの知恵＞�

最初の経験は、憧れの団地生活が始まった

1973 年。洋光台駅前の広場は土煙のなか、西

部劇を彷彿とする世界であった。 
さらにショックだったのは図書館が少ない

ことだった。禅馬にあった「磯子区青少年図

書館」という図書館モドキの施設も利用した

が、当時は飛鳥田市政の苦肉の策とは知る由

もなかった。三人目の子供が生まれると、根

岸線とバスの乗り継ぎはきつく、手持ちの絵

本には限りがあった。途方にくれている時、

唐井永津子・鈴木陽子両氏にお目にかかり、

「子育てしながらでも出来るわよ」と励まさ

れ、子供たちにもっと本の楽しみを味わって

欲しいと「家庭文庫」の準備を始めた。磯子

は飛鳥田市長のお膝元で、区内には鳴海・緒

方・飯田など飛鳥田ブレーンが住む汐見台団

地があり、市民活動が盛んな地域だった。 
本牧へ転居することになり、間門で「カン

ガルー文庫」(1976)や読書会、「横浜いいじ

ゃん会｣(1979)、社会教育学級「トベラ学級」

(1980）、「本牧のあゆみ研究会」(1986）、

「久良岐の会」などいくつかの会の立ち上げ

にかかわった。会場として主に使用したのが

中区青少年図書館で、区役所の社会教育係と

直結していたので重宝した。青少年図書館と

いう施設のあり方は、転入児童が増え、教育

予算を学校教育中心に使わざるを得ず、社会

教育の比率が減ったあおりであったと気づく。 
また、一方で女性活動にもかかわってきた。

古布のリサイクルに発展した「中区女性フォ

ーラム｣(1985)、「横浜女性史研究会」(1989）
などである。市民活動が活発と言われている

横浜だが、女性の活動者が多いのも特色で、

とりわけ活動の立上げに社会教育出身者が多

く、活動間のネットワークも盛んであった。

政治・経済の問題に直面せざるを得ない横浜

の状況、施設がない中で苦労して会を運営す

るため、競いあい、かつ連携せざるを得なか

った当時の状況が、かえってプラスに作用し

たように思われる。 
＜洋館の保存＞�

一方で、洋館の保存をテーマにした「ヨコ

ハマ洋館探偵団」(1982)と、10 年後に横浜を

＜コメント＞ 

〈コメント〉市民活動の片隅から見た飛鳥田市政　57
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ᴾ

シンポジウムの感想～成果と残された課題ᴾ

�

横浜市立大学名誉教授� 岡�眞人 

 
  

戦後 70 年の節目を迎え「革新自治体」と

いうタームを知らない若い世代が珍しくなく

なり、「地方創生」政策が中央集権的に進め

られることに特に違和感を持たない人たちが

増えているようにみえる。このような状況下

で、温故知新のことわざ通り、神奈川の革新

自治体の回顧と展望を試みることは時宜を得

た企画である。さらに、30 年以上経過すると

関係資料の散逸、関係者の高齢化による歴史

の語り部の減少などにより、歴史的検証作業

の困難性が加速化する。日本では欧米と比べ

て公文書管理の継続性・一貫性が脆弱という

事情もあり、この意味でも関係者の生の声を

聞き、記録に残す機会は非常に貴重であった。 
基調報告者の鳴海正泰さんによれば、革新

自治体の大義は 1960年代から70年代初頭に

かけての高度経済成長の副作用である公害問

題や都市問題から住民を守り、安全・安心な

まちづくりを住民とともに進めることにあっ

た。当時の不十分な法制度を補うため「権限

なき行政」を遂行し、霞が関の官僚から横浜

はいつ国家になったのかと詰問される場面も

あったが、横浜市側は無策の国に代わって自

治体が市民を守るのは当然だという趣旨の答

弁で乗り切ったという。革新自治体の歴史的

意義の一端がここに凝縮されていると思う。 
飛鳥田横浜市政、伊藤・高橋川崎市政、葉

山藤沢市政、長洲神奈川県政に関する各報告

は、革新自治体の現場で勤務した当時の若

手・中堅職員による回顧を主な内容としてい

た。そこから浮かび上がってきたのは多様性

と活力に富んだ革新自治体の姿である。個性

豊かな革新首長のリーダーシップのみならず、

志の高い職員たちが各自治体の独自課題の解

決にむけて取り組んだ旺盛なエネルギーの躍

動にも思いを致すべきだと感じた。 
鳴海さんの話で興味深かったのは、飛鳥田

市長が直接民主主義の実験としての 1 万人市

民集会について、権力側(市長側)から呼びか

ける市民参加は本来の市民参加にはならなか

ったと反省していたということである。飛鳥

田さんが具体的にどのような市民参加像を描

いていたのか興味がわいた。 
飛鳥田市政（1963-78）の後半期になると

生活クラブ生協かながわグループが合成洗剤

追放や食の安全を求める活発な運動を展開し

た。それは抗議や反対のための運動ではなく、

また単なる市長への要望・陳情型の運動でも

なかった。それは市民が主体的に都市生活の

諸問題に取り組み、福祉を含む幅広い分野で

市政に参画する運動であり、その活動スタイ

ルは新鮮なインパクトを持っていた。このよ

うな新しい市民パワーの台頭に対して飛鳥田

市政がどのように協働関係を模索していった

のか、議論する時間的余裕がなかったのはや

や残念であった。 
今回のシンポジウムは最盛期の革新自治体

の成果の回顧に重点が置かれ、その衰退の過

＜コーディネーター感想＞ 
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⛬と要ᅉについて論じられることが少なかっ

た。また、革新自治体をその後の地方自治の

歴史的文⬦の中に఩置づけて語られることも

少なかった。 
革新自治体が࡯とんど姿をᾘした1995年、

㜰神ῐ㊰大㟈⅏が市民参加の新たな地ᖹを切

り開くことになったのは࿘知のと࠾りである。

᚟興ᨭ᥼プࣟࢭスの中で、市民࣎ランࢸィ࢔

が大活躍し、132 法制ᐃ（1998）につなが

った。その後、市民運動の中から 132 が続ࠎ

とㄌ生し、市民生活の諸分野で㢧ⴭな㈉⊩を

成し遂ࡆるに⮳り、欧米に࠾ける市民ࢭクタ

ーという用語が日本でもᐃ╔した。1999 年に

は地方分権一ᣓ法が成❧し、この㡭から自治

体側に࠾いても市民・132 の活動をホ౯し、

市民参加ಁ進を目的とする᮲౛を制ᐃする動

きが活発化した。神奈川県下の自治体でも市

民活動᥎進᮲౛がḟࠎに制ᐃされた（横浜市

�000 年、藤沢市 �001 年、横㡲㈡市 �001 年、

ᖹሯ市 �00� 年、ᑠ田ཎ市 �003 年、⥤℩市

�00� 年、ⱴࣨ崎市 �006 年）。「大和市新し

い公ඹを創㐀する市民活動᥎進᮲౛」（�00�）
は様ࠎな主体が対➼ᖹ➼な関係で協力・㐃ᦠ

する「新しい公ඹ」の創㐀を目的にᥖࡆた。

川崎市では �001 年に市民活動ᨭ᥼ᣦ㔪がだ

され、�005 年に自治基本᮲౛が制ᐃされた。

神奈川県では「かながわ࣎ランタリー活動᥎

進基㔠 �1 ᮲౛」（�001）、「࣎ランタリー

ᅋ体➼と県との協働の᥎進に関する᮲౛」

（�011）が制ᐃされた。┦模ཎ市では「パー

トࢼーシップ᥎進ᣦ㔪」（�003）、ឡ川⏫で

は「⏫民公┈活動に関わるᨭ᥼ᣦ㔪」（�00�）
がだされた。 
このように神奈川県下の多くの自治体で市

民参加はࡈくᬑ通のことになった。ただし、

制度的に市民参加が఩置づけられたことは市

民・132 にとって新たなฟ発点にすࡂない。

市民が不᩿に参加の意志を♧し行動をとらな

いかࡂり、制度はᚲずᙧ㧁化する。ᙉい権限

を持つ首長・官僚機ᵓ、議会とΏり合える知

ᜨと力を市民ᅋ体や 132 が⫱むのは容᫆な

ことではない。現代はこれらの主体間のパー

トࢼーシップᵓ⠏にྥけての試行㘒ㄗẁ㝵に

あるといえよう。 
国政をぢると、民主ඪ政権（�009 年 9 ᭶

㹼�01� 年 1� ᭶）が �1 世⣖の日本が目ᣦす

♫会経済シスࢸムの࢟ーワーࢻの一つとして

「新しい公ඹ」をᥖࡆた。それは「ᨭえ合い

と活Ẽのある♫会」を作るための当事者たち

の「協働の場」であるとされ、国民、企業、

政ᗓそれࡒれに対してᥦゝを行った。その中

に、国や自治体などの業務実᪋に関わる市民

クター➼との関係の෌⦅成について「౫Ꮡࢭ

型の補ຓ㔠や下ㄳけ型の業務ጤクではなく、

新しい発想による民間ᥦ᱌型の業務ጤク、市

民参加型の公ඹ事業➼についての新しい௙組

みを創タすることを進めるべき」という文ゝ

がある。（「新しい公ඹ」ᐉゝ、ᖹ成 �� 年 6
᭶ 8 日、➨ 8 回「新しい公ඹ」෇༟会議資料)。
民主ඪ政権は▷࿨に⤊わったが、日本政ᗓが

タ置したᑂ議会でこのような参加と協働に関

するᐉゝがฟされた歴史的意義は大きいとい

えよう。 
こうして革新自治体がᥖࡆた市民参加・市

民自治の理念は多くの地方自治体にᬑཬし、

国政ࣞ࣋ルにも一ᐃのᙳ㡪をཬࡰすに⮳って

いる。この理念を継ᢎ発展さࡏる㐨➽をいっ

そう᫂☜にする戦␎が今求められている。中

央集権型のᙉい国家を追い求め、地方自治や

市民ࢭクターを㍍どする安ಸ政権のࢼ࢔クࣟ

ムに対抗する思想的・実㊶的᰾心は革新ࢬࢽ

自治体のなかに豊かにᜥづいていることを、

このシンポジウムを通じてᨵめて☜ㄆしたḟ

➨である。�
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「かながわの戦後 70年と革新自治体」に多くのご参加をいただき、会場は満員に。 
 
 

関東学院大学名誉

教授の鳴海正泰氏
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ཧ⪃㈨ᩱ䠖䛂㈨ᩱ㠉᪂⮬἞య䛃䚸䛂ᡓᚋ政἞ྐ䛃（ᒾἼ᪂᭩）䚸䠳䡅䡇䡅䡌㼑䡀䡅䠽

䈜４䠖ᪧ⮬἞┬ᐁ൉䞉㠉᪂⤫୍ೃ⿵　䈜䠑䠖♫఍ඪᨭ᥼　䈜䠒䠖㻝ᮇ┠♫఍ඪ୍㒊ಖᏲ䛜ᨭ᥼

䈜䠍䠖ᡓ๓⾗㆟㝔㆟ဨ䞉㠉᪂⤫୍　䈜２䠖ಖᏲ⣔↓ᡤᒓ　䈜䠏䠖Ἀ⦖䞉ึ௦බ㑅⾜政୺ᖍ（㻝㻥㻢㻤年䡚㻝㻥㻣㻞年）᚟ᖐᚋึ௦බ㑅▱஦（㻝㻥㻣㻞年䡚㻝㻥㻣㻢年）
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඲ᅜ㠉᪂市㛗　㒔㐨ᗓ┴ู　㒔市ྡ⡙
䛄資ᩱ・革新自἞య䛅（全国革新市長会⦅）の全国革新市長一覧䜘りస成
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　　計 203
和ḷ山・鳥ྲྀ・長崎・ᐑ崎を除いた各県

高 知 6

8沖 縄

都　　市　　名　　(　ᑵ　　任　　ᮇ　　間　)

京 都 8

19大 阪

東 京 17

長 野 11

8新 潟

都道府
県名

革新
都市ᩘ

⚄ዉ川 6

北海道 15

ᒾ 手 7

⛅ 田 6

山 ᙧ 9

福 島 7

ᇸ ⋢ 9
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【正木鎌倉市政のあゆみ】�

� 1970�昭和 45�年 8 月、鎌倉に正木革新市長が誕生した。高度経済成長が人口急増をもたらし、宅地

造成のための乱開発や観光事業のための自然破壊などが鎌倉市でも進行していた。鎌倉の歴史的な景

観を破壊するこれらの開発行為に、市民は不安と不審の念を抱き風致保存のための住民運動がおきて

いた。さらに下水道建設にともなう受益者負担が議会で審議されており、市民の多くは市政の転換を

求めていた。�

� これまでの山本正一市長は、代議士の経験もあり、3 期の市長の実績をもち、選挙上手といわれて

いた。社会党、共産党はそれまで独自の候補者の擁立をめざしていたが、学者・文化人の中から社・

共の統一候補で闘うことに勝機を見いだす以外にないということになり、告示の 20 日前に國學院大

学教授の経済学者、正木千冬氏の擁立を決定した。�

� 選挙戦は、自民党公認の山本氏と民社党推薦の有坂氏、そして革新統一の正木氏の３者の争いとな

り、折から盛夏の闘いであったことから「鎌倉夏の陣」といわれ、相互に総力選となった。３年前に

東京で美濃部知事を誕生させた革新のシンボルマークをあしらった鎌倉市民連合の「緑の輪」が大き

な広がりを見せ、現職山本市長に 8 千票以上の大差をつけ、正木氏が当選した。�

� 正木市長の市政の取り組みは、まず乱開発をいかに防止するかであり、残された緑と生活環境の保

全と回復にあった。1972（昭 47）年には、鎌倉市環境基本条例を制定し、市の緑化審議会の設置をす

すめ、その答申を得て緑化の推進及び樹木等の保全に関する条例を制定した。さらに、古都保存区域

の拡大、開発指導要綱の強化などをすすめ、開発行為に一定の歯止めと規制をかけることに成功した。�

  市長に就任した時は、たまたま第二次ベビーブームといわれる時期に産まれた子が学齢に達した時

期にあたり、各自治体とも校舎の建設に追われていた。全国で初めて横浜市で「学校建設公社」をつ

くり用地の先行取得と先行建設を進めていた例をひき、学校建設公社方式による小中学校の校舎建設

を進めていった。また、いち早く老人福祉を中心に福祉行政の拡充を進め、老人福祉センターの建設

や身体障害者対策を進めていった。�

� 二期目の選挙は、1974�昭 49�年 8 月、保守の朝比奈二郎氏との争いであったが、4 年間の実績で清

潔な市政を通した正木氏が 1 万 3 千票の差をつけ大勝した。オイルショックによる物価高へ対する政

府の対応のまずさが保守側への批判としてあらわれていた。�

� 正木市長の二期目の課題は総合計画の策定であった。基本構想、基本計画、実施計画と市民に原案

の段階からの参加を求め、各種の実態調査や意識調査などの基礎調査をすすめ、1976�昭 51�年 9 月に

市民自治の確立をうたった基本構想の決定を見た。また、医師会の協力の下に救急医療システムを作

った。医師会の地域医療センターと市内の病院、診療所を通信回線で結び、適切な救急活動を進める

というユニークなものであり、各方面からの注目を浴びた。�

� 三期目の選挙を前にして、正木市長の支持母体の鎌倉市民連合内での足並みが乱れ、正木市長は高

齢を理由に引退をほのめかす発言をし、周辺をあわてさせた。市民連合は他の候補の擁立も検討した

が承諾を得られず、正木氏の三選をめざすことにして選挙に臨んだ。保守側は自民、民社、新自由ク

ラブがまとまり、前鎌倉市収入役の渡辺隆氏の擁立を決定し、市政奪還をめざした。�

  選挙結果は、4 千票の差で現職の正木氏が破れ、この 1978（昭 53）年 3 月に横浜での革新市政が終

焉したのに続いて鎌倉の革新市政も幕を閉じた。市民連合のスタートのつまずきと内部の乱れが敗戦

につながっていったのである。この鎌倉市長選挙の敗北で、神奈川における革新自治体のピークを越

え、第３期に入っていった。 
（初出：『戦後��年と長洲県政』����年神奈川社会文化会館刊「３�地方自治を守るたたかい」）�

�
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え、第３期に入っていった。 
（初出：『戦後��年と長洲県政』����年神奈川社会文化会館刊「３�地方自治を守るたたかい」）�

�
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【資料：正木鎌倉市政のあゆみ】�

� 1970�昭和 45�年 8 月、鎌倉に正木革新市長が誕生した。高度経済成長が人口急増をもたらし、宅地

造成のための乱開発や観光事業のための自然破壊などが鎌倉市でも進行していた。鎌倉の歴史的な景

観を破壊するこれらの開発行為に、市民は不安と不審の念を抱き風致保存のための住民運動がおきて

いた。さらに下水道建設にともなう受益者負担が議会で審議されており、市民の多くは市政の転換を

求めていた。�

� これまでの山本正一市長は、代議士の経験もあり、3 期の市長の実績をもち、選挙上手といわれて

いた。社会党、共産党はそれまで独自の候補者の擁立をめざしていたが、学者・文化人の中から社・

共の統一候補で闘うことに勝機を見いだす以外にないということになり、告示の 20 日前に國學院大

学教授の経済学者、正木千冬氏の擁立を決定した。�

� 選挙戦は、自民党公認の山本氏と民社党推薦の有坂氏、そして革新統一の正木氏の３者の争いとな

り、折から盛夏の闘いであったことから「鎌倉夏の陣」といわれ、相互に総力選となった。３年前に

東京で美濃部知事を誕生させた革新のシンボルマークをあしらった鎌倉市民連合の「緑の輪」が大き

な広がりを見せ、現職山本市長に 8 千票以上の大差をつけ、正木氏が当選した。�

� 正木市長の市政の取り組みは、まず乱開発をいかに防止するかであり、残された緑と生活環境の保

全と回復にあった。1972（昭 47）年には、鎌倉市環境基本条例を制定し、市の緑化審議会の設置をす

すめ、その答申を得て緑化の推進及び樹木等の保全に関する条例を制定した。さらに、古都保存区域

の拡大、開発指導要綱の強化などをすすめ、開発行為に一定の歯止めと規制をかけることに成功した。�

  市長に就任した時は、たまたま第二次ベビーブームといわれる時期に産まれた子が学齢に達した時

期にあたり、各自治体とも校舎の建設に追われていた。全国で初めて横浜市で「学校建設公社」をつ

くり用地の先行取得と先行建設を進めていた例をひき、学校建設公社方式による小中学校の校舎建設

を進めていった。また、いち早く老人福祉を中心に福祉行政の拡充を進め、老人福祉センターの建設

や身体障害者対策を進めていった。�

� 二期目の選挙は、1974�昭 49�年 8 月、保守の朝比奈二郎氏との争いであったが、4 年間の実績で清

潔な市政を通した正木氏が 1 万 3 千票の差をつけ大勝した。オイルショックによる物価高へ対する政

府の対応のまずさが保守側への批判としてあらわれていた。�

� 正木市長の二期目の課題は総合計画の策定であった。基本構想、基本計画、実施計画と市民に原案

の段階からの参加を求め、各種の実態調査や意識調査などの基礎調査をすすめ、1976�昭 51�年 9 月に

市民自治の確立をうたった基本構想の決定を見た。また、医師会の協力の下に救急医療システムを作

った。医師会の地域医療センターと市内の病院、診療所を通信回線で結び、適切な救急活動を進める

というユニークなものであり、各方面からの注目を浴びた。�

� 三期目の選挙を前にして、正木市長の支持母体の鎌倉市民連合内での足並みが乱れ、正木市長は高

齢を理由に引退をほのめかす発言をし、周辺をあわてさせた。市民連合は他の候補の擁立も検討した

が承諾を得られず、正木氏の三選をめざすことにして選挙に臨んだ。保守側は自民、民社、新自由ク

ラブがまとまり、前鎌倉市収入役の渡辺隆氏の擁立を決定し、市政奪還をめざした。�

  選挙結果は、4 千票の差で現職の正木氏が破れ、この 1978（昭 53）年 3 月に横浜での革新市政が終

焉したのに続いて鎌倉の革新市政も幕を閉じた。市民連合のスタートのつまずきと内部の乱れが敗戦
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㻨⚄ዉᕝの㠉᪂㤳㛗ⴭ᭩㻪

長Ὢ୍஧ 新⚄ዉ川宣言
⚄ዉ川がኚわࢀば日ᮏがኚ
わる

長Ὢ୍஧と県民
の会

1975年

長Ὢ୍஧ ⇠⇠無┗
「地方の時代」をきりࡦら
く

࠸ࡏ࠺ࡻࡂ 1979年8月

長Ὢ୍஧ 地方の時代と自治体革新 日ᮏホㄽ社 1980年11月

長Ὢ୍஧ ┗無⇠⇠ࠉ⥆ 地域に᰿ࡊし、ୡ⏺に開く ࠸ࡏ࠺ࡻࡂ 1983年8月

長Ὢ୍஧ 第三⇠⇠無┗ 活力と㨩力のくにづくり ࠸ࡏ࠺ࡻࡂ 1987年8月
長Ὢ୍஧ 第四⇠⇠無┗ ༑人༑Ⰽ、共に生きる ࠸ࡏ࠺ࡻࡂ 1991年8月
長Ὢ୍஧ 第஬⇠⇠無┗ ⚄ዉ川からのメࢵセージ ࠸ࡏ࠺ࡻࡂ 1995年3月
長Ὢ୍஧ࠉ監修 地方分権 㐨➽へ࡞しかࡓ ࠸ࡏ࠺ࡻࡂ 1995年2月
㣕㫽田୍㞝ࠉ⦅ⴭ 自治体改革の理ㄽⓗᒎᮃ 日ᮏホㄽ社 1965年12月
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㣕㫽田୍㞝ࠉ⦅ⴭ 自治体改革のᐇ㊶ⓗᒎᮃ 日ᮏホㄽ社 1971年1月
㣕㫽田୍㞝
ᐩ田ᐩኈ㞝ࠉ⦅ⴭ

都市自治の構ᅗ 大成出版社 1974年8月

㣕㫽田୍㞝 㣕㫽田୍㞝回想㘓 生ࠎ流転 ᮅ日新⪺社 1987年9月

伊藤三郎
市民とともにあࡺんࡔ革新川崎
市政ともに築くあすの川崎をࡵ
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第㸱期革新市政の㸳つの目
標・㸳つの原๎

1979年3月

伊藤三郎 ࢳࢷࢼミとカࣀ 人間都市づくりの10年 第୍法規出版 1982年
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中ኸ公ㄽ事業出
版

1973年

㻨㛵㐃ᩥ⊩㻪

ஂ保Ꮥ㞝 ▱事と補బᐁ
自治総研ྀ書１㸶
ᡓᚋ地方自治のド言Ϩ
長Ὢ⚄ዉ川県政の20年

ᩗ文ᇽ 2006年6月
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